
企業メーカーの「代理店マーケティング」施策の在り方の研究
１．代理店戦略は必要な理由
現代の厳しいビジネス環境下、多様化する消費者のニーズに対応するためにも、企業が単独で全てを手掛けることは困難になってきていま
す。特に、成長期市場に於いて、代理店戦略は、企業が競争力を維持し、成長を遂げるための重要な戦略となっています。
一方、最終顧客は、Webサイトで情報収集することが日常化していて、商品理解が深いことも多くなっているため、一層、代理店や傘下
販売店への商品や提案力強化を行うことが急務になっています。

メーカーの代理店戦略の目的は、自社ではアプローチの限界がある中でさらに拡販を図ることにあり、そのためには、代理店を単なる仲介
販売流通会社という位置づけではなく、個々の代理店ごとに、当該メーカー商品を扱いたいと思う理由を明確化し、それを実現する必要が
あります。

代理店のニーズの本質は、商品を仕入れて売りたいわけではなく、顧客の課題を解決することにあります。従って、個々の代理店ごと独自の
サポートメニューを創ることによって、既存商材では解決できていない顧客の「不満・不安・不便」を解消する新たな価値を提供し、最終的に、競争優位を得られ、メーカーと代

理店両方の事業成長に貢献するために取り組むことが重要です。

 ２．代理店育成の課題と解決策
代理店育成の主な課題とその解決策について考えます。

①代理店の成長スピードによる差異
代理店のビジネス成長には、代理店自身の努力だけでなく、企業メーカーからの支援が重要です。しかし、代理店の成長スピードには差異
があり、メーカーが支援を行うタイミングや方法を誤ると、成果だけではなく、代理店との信頼関係が損なわれることがあります。
解決策としては、メーカーと代理店が定期的にコミュニケーションを行い、代理店のビジネス成長状況を把握することが重要です。また、
代理店の売上状況やニーズを定量的に可視化し、課題に応じた、個別の支援を行うことで、代理店の成長を促進することができます。

②代理店とメーカー間のコミュニケーション不足
代理店とメーカーとのコミュニケーションが不十分だと、代理店がメーカーの方針や戦略を把握できないことがあります。また、メーカー
も代理店の課題やニーズを把握できないことがあり、代理店育成に支障をきたすことがあります。
解決策としては、メーカーと代理店が定期的な会議を行い、また、連絡と報告体制を整備することで、メーカーが代理店のビジネス状況を
把握し、適切な支援を行うことができます。

③競合他社との価格競争や市場環境の変化に対応する能力不足
代理店は、競合他社との価格競争や市場環境の変化に対応する能力を持っていることが求められます。しかし、代理店がこれらに対応する
ための能力不足がある場合、ビジネスの成長を妨げることがあります。
解決策としては、代理店に対して市場動向や競合他社の情報を提供し、代理店が適切な戦略を立てられるように支援することが重要です。
また、研修や教育プログラムを提供し、目標と実績のPDCAを回すことで、代理店の能力向上を促すことが可能です。

④個別対応の体制整備
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代理店の成長を促進するためには、代理店ごとに個別の支援が必要です。しかし、メーカー側には、多くの代理店を抱えているため、個別
の支援を行うことが困難な場合があります。
解決策としては、代理店ごとに担当者を配置することで、代理店のニーズに応じた個別の支援を行うことができます。また、代理店支援部
門を設置し、代理店とのコミュニケーションを強化することも重要です。

⑤共同の市場調査や分析体制の整備
メーカーと代理店が協力して市場調査や分析を行うことで、より正確な情報を得られ、適切なエリアや商圏に応じたプロモーションを実施
することができます。
そのためには、メーカーと代理店が共同で市場調査や分析を行う体制を整備することが重要です。また、メーカー側からの市場情報提供や
代理店からのフィードバックを受け入れる仕組みを構築することも有効です。

３．代理店ビジネス成功のための5つのポイント

代理店ビジネスの難しさは、やるべきことが非常に多く、しかも、それを継続的に運営し続ける必要がある点です。
代理店ビジネスは、一般的に、説明が難しい商品が多く、  教育コストが想定以上にかかることもあり、代理店すべてが成功しているとは
言えないようです。
代理店を育成し、関係を築き維持するには、戦略の策定、目標・予算の共有、研修、営業体制の整備、支援など、多面的な対応が求められ
ます。こうした仕組みが整って初めて、代理店が早期に成果を出し、収益化に向かいやすくなります。また、運用面では、定期的なミーティ
ングや個別の相談や質問対応、情報共有の仕組みづくり、ノウハウや成功事例を蓄積・展開できる体制を整えることも欠かせません。

代理店ビジネスを成功させるため、次のポイントを考えます。
①自社の強みを知る

②自社に合った代理店を選ぶ
③代理店をよく理解する
④代理店の教育・支援を充実させる
⑤定期的なコミュニケーションをとる

①自社の強みを知る
代理店に扱ってもらう上で⼤事なことは、⾃社製品の良さを伝えるのではありません。例えば、製品・サービスの市場認知が低い場合、ノ
ウハウがなく、代理店側からすると相当のスキルとノウハウが必要になります。そこで⼤事なのは、自社の強みを伝え、そして「どれだけ
売りやすい商材か」を理解してもらえるかということになります。
一般に、代理店と相互に⽬標設定を合意し戦略的に取り組んで⾏きたい時でも、既に同様の商材を取り扱っている場合は、同じようなカテゴリのサービスを取り扱いたがりません

ので、⾃社製品・サービスの良し悪しだけではなく、市場シェアや市場での⽴ち位置などを含めたコンセプトや設計思想など、⾃社の強みと他社優位性をメーカーとしての語れる

メッセージとして提案する必要があります。

単なる、機能説明ではなく、当該代理店が取り扱っているソリューションとの親和性や顧客（施工店やユーザー）の課題ごとの提案の切り
分け⽅などを提案すると、代理店の中でも商材のポジショニングが整理され、新規に取り扱っていただきやすくなります。

②自社に合った代理店を選ぶ
代理店ビジネスを成功させるためには、代理店企業の選び方も非常に重要になります。



代理店チャネルの成功は、代理店の選定に大きく依存し、成功可否の50%はターゲティングにかかっているともいわれています。
代理店企業の選択の段階で、よく見られる失敗例として、とにかく代理店獲得数を目標として重視したものの、その後、契約した代理店は
傘下の販売店・施工店のネットワークや営業担当者を十分に動機づけられず、「契約に時間をかけたが、実際の稼働には至らなかった」と
いうケースです。

単に大手と契約することを目標とするのではなく、現場の営業担当者にまでしっかりと動機づけを行い、実際に販売活動に移ることができ
る代理店をターゲットにすることが重要です。
例えば、自社と相性の良い代理店企業選択の基準は以下です。
・自社と事業目標が合致しているか
・自分の企業にはない知識・技術・顧客をもっているか
・自社の長所を相手企業に価値として提供できるか
・自社の短所や欠点・不足するリソースなどを補えるか
・導入支援やサポートで代理店の新しい付加価値が創り出せるか
・新規顧客へのアプローチや既存顧客へのアップセル・クロスセルで、相乗効果を出せるか
・新規ビジネスを⽴ち上げ、新規商材を販売しやすい環境をつくれるか
（企業側も代理店社内の評価制度まで理解し最適な提案をする必要がある）
・お互いの長所や共通の目標を持って製品やサービスの開発に取り組める
・長期的な関係を築くための信頼関係を構築できるか

注）代理店企業を選ぶ際には、自社の特徴や代理店ビジネスの目的を明確にした上で、代理店候補企業の長所や弱点、事業の特徴や目標な
どを深く理解している必要があります。
その分析をもとに、代理店企業に具体的にどのような知識やノウハウを求めるのか、自社がどのようなメリットを提供できるのかを考え、
代理店候補となる企業の条件を定めます。

③代理店をよく理解する
一般的に代理店セールスでは、企業間で協業するため、どうしても、代理店の組織別機能や現場営業の人数、営業目標・戦略、業務の進捗
状況といった重要な営業関連情報が不透明になり、「課題を特定できない」という問題が生じ、そのため、効果的な改善提案ができず、結
果として「案件の紹介をお願いします」や「勉強会の実施をお願いします」といった一般的な依頼にとどまり、より具体的なサポートを提
供できない問題があります。

代理店ビジネスでは、代理店に対する理解が不可欠です。契約締結から間もないうちは、ミーティングの機会を多めに設け、代理店のビジ
ネスモデルや現状、本質的な課題、代理店ビジネスに求める期待（営業担当のフォロー程度や販促ツール、コンテンツ、商談サポート体制、
インセンティブ制度など）などをヒアリングします。
（場合によって、別途、事業課題の本質的な明確化とその解決支援も必要になる）

また、代理店のエリア特性の違いに合わせて、顧客属性や競合メーカーなどの違いを考慮した戦略を⽴てる必要もあります。

④代理店の教育・支援を充実させる
代理店ビジネスを成功させるためには、自社が代理店を深く理解するだけでなく、代理店にも自社の事業や製品について、よく理解しても



らう必要があります。定期的なカテゴリーやテーマごとの研修や勉強会などのコンテンツを活用します。また、代理店ごとの社内課題や要
望も踏まえ、個別メニューも企画運営します。

⑤定期的なコミュニケーションをとる
商品の機能や価格などで競合との差別化を図りますが、代理店との関係の基本は、「コミュニケーションしやすい」ことが重要になること
です。
代理店は自社とは別の企業であるため、定期的な情報共有を行わなければ、知らないうちにお互いの状況が大きく変わってしまい、パート
ナー関係の維持が難しくなってしまう場合があります。また、代理店が抱える課題や問題点に早急に対処するためにも、代理店社内の状況
をよく把握しておくことが大切です。
代理店との良好な関係を維持するために、専任の担当者を早めに設置してもらいます。専任者がいれば、代理店契約に関して正確に把握し、
こまめな連絡や確認をすることができます。
代理店の満足度を評価するときは、責任者や社内アンケートのほか、研修会などのイベント参加や資格取得、キャンペーンなどの施策の積
極度などの指標を使います。

４．メーカーの代理店戦略の概要

代理店からみると「⾃分たちの顧客（施工店やエンドユーザー）を横取り（直取引）するんじゃないか？」といった不安があります。この
ような状況では、企業は製品・サービスがどんな顧客にどのようなニーズがあるかといった情報が⼊⼿できず、新たな製品・サービスの開
発や、各種施策にも悪影響が出てきます。
また、顧客との接点を代理店だけに任せてしまうことにより、潜在的な需要を⾒逃してしまうことが⽣じます。地域や顧客に関する情報を
企業と代理店とで共有し、相互の役割分担を明確にしながら、協⼒して地域や顧客に対して働きかけていくことが重要となってきます。
代理店パートナー戦略の概要を以下、考えてみました。

代理店パートナープログラムの概要

１．仕切り価格の設定
⼤⼿代理店になると外部商材の取扱に関しては最低利益率を設定している場合もあり、⼀定の利益が⾒込めない商材は  取り扱ってもらう
ことができません。直契約の1次代理店への仕切り価格の定価に対する割合は 50〜70％と想定されます。
２．年間販売目標の設定
新規に取り扱ってもらう場合は、代理店ごとに販売⽬標を合意しておく必要があります。年間⽬標を設定し⽉次で進捗確認を⾏い、計画よ
り下振れする⾒込みであれば、早期にリカバリの提案を⾏い修正していきます。  年間⽬標をクリアした場合のインセンティブとクリアで
きなかった場合のペナルティを設定することもあります。
３．支援体制
代理店への支援概要は多岐にわたりますが、基本的な支援内容は以下になります。
■代理店の担当者向け研修トレーニング
製品・サービスをこれから取り扱おうという時には、代理店側で製品・サービスを社内に広めてくれる「旗振り役・⽀持者」となる担当者
が必要です。代理店責任者や特定の部署・チームになるかもしれませんが、これから取り扱ってもらおうという時には代理店の誰かに指揮
をとってもらわないと拡販が進みません。



旗振り役が決まったら、製品・サービスに関する⼀定のスキルを⾝につけてもらい、社内に広めてもらう目的のために、担当の⽅向けに研
修トレーニングを数日間実施します。
代理店が新規の商品を提案するためには、以下の3つを理解する必要があると言われています。
●商品サービスの理解：サービスの価値や類似製品との比較についての理解
●ターゲットの理解：ライフスタイルやニーズ、課題などの理解
●営業手法の理解：トークや手法など、セールスアプローチの理解
■代理店向け勉強会
これから新規に⽴ち上げで取り扱ってもらうときには、少⼈数のほうが質疑も活発に⾏われるため、なるべく少⼈数単位で複数回実施しま
す。質疑対応を活発に⾏うと記憶に残りますので、⼿間がかかっても少⼈数単位で⾏います。
最終的には、代理店が自社商材を「提案可能な状態」になることを”代理店の個人単位”で目指します。
初期段階では、キーマン（パートナー企業内で影響力を持つ人物）を特定し、そのキーマンが社内で結果を出すことに注力します。その後、
成果が出た営業の知識やノウハウを型化し横展開していくことがポイントとなります。
■代理店向け定例会
メーカーが代理店経由の顧客のニーズを取得することは、難しい場合が多いですが、一方で代理店向け定例会を通じて、メーカーが顧客
（施工店やエンドユーザー）のニーズを把握することができる場合があります。代理店向け定例会で顧客の要望が共有された場合、メーカー
と代理店は、より顧客に応えた製品提案やサービス、製品開発やマーケティングを行うことができます。
■内覧会
これは、「代理店の社内向け」と「代理店の顧客向け」の2パターンあります。
まず、代理店社内に周知してもらう必要があります。
⾃社製品・サービスを知ってもらわなくては、代理店の営業にアウトバウンドで顧客に提案してもらうことができません。
■商品販促ノウハウの提供
販促コンテンツの提供によって、代理店は、より効果的な販売活動を行うことができます。メーカーが定期的に提供する販促ツールやキャ
ンペーン、採用事例や比較表、施工・デモ動画などのマーケティング資料を活用することで、代理店は製品やサービスの魅力を顧客に伝え
ることができます。
営業資料は、メーカーが提供する商品やサービスについて、詳細な説明や特長、メリットなどを記載したもので、代理店がセールスポイン
トを伝えるために欠かせないツールであり、顧客の購買意欲を高めることができます。また、営業資料は、顧客に商品やサービスをアピー
ルするだけでなく、メーカーや代理店の信頼性や実績をアピールするためにも重要な役割を果たします。
メーカーの営業活動で使用している資料の最新版を、代理店にも営業資料を通して提供することが重要です。
代理店の売上＝メーカーの売上に繋がりますから、他社だからといって情報に制限をかけるのでなく、協業するスタンスを見せることで、
代理店の売上向上や信頼性の向上にも繋がります。
また、顧客に提供する製品・サービスに他社優位性がなければ、顧客に紹介する代理店も当該製品・サービスを紹介しづらくなりますので、
機能説明ではなく他社優位性をアピールできることが⼤事です。
■プロモーション支援
セミナーや展⽰会、キャンペーンなどの定期的なプロモーション支援は、⼀緒に顧客開拓をする活動と言えます。メーカーが実施するキャンペーンの内容や期間、
特典などを記載した情報を網羅的にかつ最新の情報を提供できる体制を整備しましょう。
また、キャンペーン資料は、顧客に対して、商品やサービスの購入を促進するためのツールであり、期間限定の特典や割引などをアピール
することで、顧客の購買意欲を高めることができます。



■販売コンテストの実施
特に、新商品や重点商品については、導入期や最需要期に集中的な拡販施策を行うことが重要です。代理店との共同販売コンテストとして、
対象商品、期間、報奨ルール、特典のほか、補足するキャンペーンやコンテンツの提供、期間中の中だるみ防止策などと連動することが重
要になります。
販売コンテストの実績発表は、メールやFAX、専用サイトでの告知など対象に合わせて個々の参加店別の実績（全国やエリア、商品別な
どの目標達成率を周知します。
また、回を重ねてくると実績順位が固定してしまいますので、販売実績以外の評価項目を追加したり、現場担当を対象とするなりして報奨
ルールを改善することも必要です。
■商談同行
メーカーの担当者が代理店の営業活動に同行することで、代理店の販売力向上につながることがあります。商談に同席することで、メーカー
が提供する製品やサービスについてより詳細に説明し、代理店が顧客に提供する価値を高めることができます。ただし、営業⽀援で案件同
⾏を求められる時に、全国を出張対応で⽀援するには効率が悪いので、同⾏⽀援する際のルールや基準（採用度や規模など）を設けること
もあります
■インセンティブ
例えば、新規商材において、代理店が積極的に販売に取り組むための動機や仕組みが十分に整っていないことが課題となっていることがあ
ります。
販売時にインセンティブがある場合でも、売れるかどうかが不透明な新商材に対しては、既存の商材と比較して優先順位が低くなりがちで
す。
さらに、代理店の現場営業は、新しい商材に関する研修や成約に至るまでの明確なプロセスが不足しているため、具体的な販売活動に移る
ための動機付けが十分にされていません。その結果、新規契約した商材が思うように販売されない状況が続いてしまいます。
代理店ビジネスを始める上で代理店のモチベーションを⾼めて、継続的に販売してもらうためにはインセンティブ制度の工夫が必要になり
ます。
代理店の営業担当者に、自社商材を積極的に学び、提案するための動機付けが重要です。具体的には、以下のような販売プロセスを評価す
るインセンティブが効果的です。（別途、提案や成約についても検討する）
●企業単位の例: 契約締結から1カ月以内に営業担当の８０％がトレーニングコースを受講した場合、受　　　　　  注時の手数料率
をアップする
●営業担当の例: 契約締結から1カ月以内に対象のトレーニングコースを受講した場合、ギフトを提供す　　　　　　　　　　　  る
インセンティブを設計する際に重要なのは、「企業と営業個人それぞれの視点に分けること」と「期限を設けること」です。これにより、
組織全体と個人の両方に対して明確な動機付けができ、目標達成に向けた行動を促すことができます。前者の例では企業全体のパフォーマ
ンス向上を、後者の例では個人のモチベーション向上を意識した設計です。
進捗が遅れている担当者を特定した後は、トレーニングの受講を促したり、トレーニングが遅れている担当者が一定数蓄積してしまった場
合には、期間限定のキャンペーンを実施し、インセンティブを付与するなど、積極的にフォローアップを行い、進捗を促進することが重要
です。
代理店の営業成果を促進するために、販売プロセスにおけるインセンティブプログラムを用意し、社内外の担当者に共有することで、他の
パートナー担当者にも成果を促す活動につなげましょう。
また、例えば、アクティブ率が大幅に下がったタイミングで、既存の成功している代理店担当者のナレッジを共有することで、新規キャン
ペーンを実施し、稼働率を改善させることができます。代理店が自発的に行動を起こすよう促すサポートが効果を発揮しましょう。



■表彰制度
表彰制度は、代理店の動機付けを高める効果があり、代理店個々に対するプライド付けになります。
評価基準を売上実績だけだと上位ランクが固定化するため、昨対比伸長率、商品別売上実績、目標達成率、エリアや会社規模別の実績、販
売プロセス指標、採用事例の協力、資格獲得数、顧客満足度、個人実績などで評価します。
■代理店向けのポータルサイトの活用
代理店向けのポータルサイトを作成することで、代理店が24時間最新の情報を取得することができます。代理店の個々の担当別にアカウ
ントを発行することで、誰がいつどこにアクセスしたかなど、代理店担当別の行動履歴を取得することができ、適切なタイミングで具体的
な代理店への支援を行うことができます。
最近では、自社で代理店むけのポータルサイトを開発するのでなく、PRMツールという代理店への支援を網羅的に解決するツールも登場
しています。
■リード情報の提供
代理店に対して、案件をもらうスタンスだけではだめです。代理店も新規で取り扱ったものの、本当にニーズのある製品・サービスなのか
を判断するのは中々難しいです。ですので、最初はメーカーに問い合わせのあった案件を紹介することによって、代理店は効率的な営業活
動を行うことができます。 

５．企業メーカーの代理店戦略の実態評価の方法

メーカーが代理店パートナー戦略の取組みの程度を定期的に評価することが重要です。以下は、実態評価の一例です。
１）WebやIR、定期情報などで、パートナーの事業や組織の理解、直近の業績傾向の把握ができ、代理　　　　　  　　　　  　
　  　店パートナー活動の影響度などを図っているか
２）パートナーの事業成長への貢献要素をアピールし、自社と組むことで業績貢献することを理解して　　  　くれているか
・各部門のミッション理解・各事業のトレンド理解
・セールス＆マーケの手法や顧客開拓手法の理解
・協業スキームの提案やパートナーの動き方に合わせた自社プロダクトの拡販手法の提案

また、目指すべきパートナーシップを組織と個人に分けて考えることも重要です。こちらはKPIなどの定量的なものではなく、関係値で
見た場合の定性的な状態を指します。
【組織の場合】
・レベル１：案件があれば紹介してくれるか
・レベル２：組織単位で注力して販売活動をしてくれているか
・レベル３：会社間で年間目標をクリアするための行動計画が合意できている
【個人の場合】
・レベル１：見積もり依頼だけで終わっていないか？→　案件見積もりだけで、案件進捗が見えていな 　い
・レベル２：自社領域に関わる相談をしてくれるのか？→　自社領域で解決できそうな相談をもらえて 　いる
・レベル３：自社領域に関わらない相談をしてくれるのか？　→　自社領域に関わらず顧客課題段階で　　 　　  相談をもらえている

６．コンテンツマーケティングとの連携



コンテンツ作成上で重要な注意点があります。
１．顧客理解ができていないまま作ったコンテンツは、誰向けなのかが曖昧な内容になり誰にも響きま
　　せん。自社のターゲット像を詳細に設定することが必須です。

２．コンテンツ作成を優先するあまり、「作る」ことがゴールになってしまう。その結果、顧客の課  　　題 に答えられていない、求
められていない情報がコンテンツ化され、成果につながらない。

契約の当初には、販促ツールやコンテンツなどの⼀式を渡すと思いますが、それで終わってしまうと真新しさが次第に薄れていくので、定
期的に、販促コンテンツをメンテナンスして代理店にアナウンスします。次に、代表的なコンテンツマーケティング手法をご紹介します。

①共同制作コンテンツ
代理店と共同で、ブログ記事、ホワイトペーパー、ウェビナー、動画などのコンテンツを作成します。互いの専門知識や視点を活用するこ
とで、より魅力的で価値あるコンテンツが生まれ、両者のブランドにプラスになります。
②コンテンツのクロスプロモーション
パートナー企業と協力して、互いのコンテンツを共有し合い、それぞれのウェブサイトやソーシャルメディアでPRします。これにより、
より広範なオーディエンスにアプローチできます。
③FAQの提供
メーカーは、代理店から寄せられるよくある質問に対して、FAQ（よくある質問）を作成して提供することがあります。
FAQには、代理店が商品やサービスに関する疑問を解決するための情報が記載されており、代理店が顧客に対して適切なアドバイスを行
うための重要なツールとなります。
代理店がよく寄せる質問には、「商品やサービスの特徴は何ですか？」「価格はどのように設定されていますか？」「納期はどのくらいか
かりますか？」「施工方法は？」「提案方法や使用するツールは？」「他社商品との比較は？」などがあります。メーカーは、これらの質
問に対して簡潔かつわかりやすい回答を用意し、代理店に提供することで、代理店が顧客に対して適切なアドバイスを行うことができるよ
うに支援します。
また、FAQは、代理店が自社のポータルサイトに掲載することができます。顧客は、代理店のポータルサイトを訪問することで、商品や
サービスについての疑問を解決することができ、代理店の信頼性が高まることにつながります。
FAQは、代理店が顧客に対して的確なアドバイスを行うために欠かせないものであり、メーカーが提供する販促支援の一つとなっていま
す。
④ケーススタディや成功事例の共有
代理店との連携による成功事例やケーススタディを作成し、お互いのウェブサイトやマーケティング資料で紹介しましょう。これにより、
提案力や集客力などが向上し、新たな顧客獲得につながります。
⑤インフルエンサーマーケティング パートナー
企業と代理店がインフルエンサーや業界の専門家と協力し、共同コンテンツを作成したり、製品やサービスのレビューを依頼したりしましょ
う。これにより、提案力や集客力が高まり、ターゲット顧客にアピールできます。
⑥イベントやウェビナーの共催
代理店と共同でイベントやウェビナーを開催し、互いの顧客（施工店やエンドユーザー）を集客します。顧客は、専門知識を持つ複数の企
業が一堂に会することで、関連する情報や知識を一度に入手できることが魅力的です。さらに、両者のブランド認知度やリーチを拡大し、
新たな顧客との繋がりを築くことができます。



⑦コラボレーションイベントの開催
代理店施策では、コラボレーションイベントや共同プロモーションが効果的です。共同セミナーや展示会、ウェビナーなどを開催し、相互
の製品やサービスをアピールしましょう。また、共同で割引や特典を提供することで、顧客獲得の促進や顧客満足度の向上が期待できます。
⑧成果の測定と改善
パートナー戦略の成功を確認するためには、定期的な成果の測定と改善が重要です。代理店サイトに於けるアクセス数や回覧数、セールス、
ウェブサイトのトラフィックなど、具体的なKPIを設定し、パートナー企業と共有しましょう。そして、データ分析を通じて、戦略の効
果を評価し、改善策を検討します。
以上の方法を活用して、代理店戦略とコンテンツマーケティングを連携させることで、両者のブランド価値を向上させ、顧客の獲得やエン
ゲージメントを高めることができます。代理店との密接なコミュニケーションや協力体制を築くことが、成功への鍵となります。

コンテンツの効果測定と改善方法
①成果を可視化する指標の設定
販促コンテンツの効果測定にあたっては、アクセス数や活用度・評価など、成果を可視化する指標を設定することが重要です。これによっ
て、コンテンツの効果を数値化し、改善点を洗い出すことができます。この時、評価方法はすべてWeb上で行うなど、成果を可視化する
ための指標を取得する体制を事前に整備することも重要です。
②顧客からのフィードバックの収集方法
顧客（施工店、エンドユーザー）からのフィードバックを収集することも効果測定において重要な要素です。アンケートや各種コンテスト
などを活用して、顧客の声を集めることで、コンテンツの改善点を把握することができます。
代理店経由での営業活動は、メーカー視点では見えることができないため、定期的に顧客に対して、「代理店の営業がスムーズに行われた
か」「商品説明は理解で来たか」などインタビューすることで、代理店各社の質向上に繋げることができます。
③コンテンツの改善点の分析と修正
効果測定やフィードバックの集約によって、コンテンツの改善点を把握することができます。そして、改善点を分析し、修正することで、
コンテンツの効果を向上させることができます。

７．デジタル技術の活用

 最近では、代理店向け定例会においてデジタル技術が活用されることが増えています。例えば、オンラインでの開催やプレゼンテーショ
ン資料の電子化などが挙げられます。デジタル技術の活用により、開催場所や日程の制約を受けずに、多くの参加者と情報共有が可能にな
り、例えば、定例会の場で実施することの多かった勉強会といったサービスのインプットする時間をオンライン動画などに置き換えること
でメーカー営業担当の工数を削減することができます。

１．代理店向けポータルサイトの目的と効果
代理店を使ったビジネスにおいて、メーカーと代理店とのつながりは重要です。
企業が代理店の営業担当に任せきりのため代理店への情報共有に時間掛かってしまった、逆に代理店側からは、欲しい情報がすぐに手に入
らないと不満の声が挙がったことはないでしょうか。そこで、そういった問題の解決手段の一つとして、代理店ポータルサイトの構築と運
用が考えられます。
代理店ポータルサイトは、企業が代理店と共有したい情報を一元的に運営管理し、協業活動にとって重要な情報を必要な時に容易にアクセ
スできるオンラインの情報共有プラットフォームであり、代理店とのパートナーシップを強化し、代理店の成功を支援するための重要なツー



ルといえます。
代理店ポータルサイトのコンテンツとしては、新製品情報、マーケティング資料、販促ツール、価格情報、提案資料、教育資料、技術サポー
ト、インセンティブプログラム、取引状況等の情報を共有するための場として活用され、また、代理店担当者が必要な情報をすばやく見つ
け、問題を解決し、メーカーとのコミュニケーションを維持するための検索機能、フォーラムや掲示板、サポートセンター、共同プロジェ
クト管理などのインタラクティブな機能も備えています。

２．代理店ポータルサイトの主な機能
①情報共有: 企業は代理店向けに製品情報、販売戦略、マーケティング資料、研修資料などを提供しま す。これにより、代理店は企業
の最新情報を容易に入手し、ビジネス活動に役立てることができます。
②コミュニケーション: 企業と代理店間のコミュニケーションをサポートする機能が含まれています。  例えば、チャット機能やフォー
ラムを通じて、企業と代理店が気軽に情報交換や相談ができる環境が 整います。
③研修やサポート: 代理店ポータルサイトでは、オンライン研修やウェビナーを提供し、代理店のスキルアップを支援します。
④業務管理: 代理店ポータルサイトでは、受注管理や在庫管理、納品スケジュールの確認、売上報告な どの業務を一元化することが可
能です。これにより、企業と代理店の間の業務効率が向上します。

３．代理店ポータルサイトの活性化方法
①コンテンツの質を高める
最新の製品情報や販売戦略、マーケティング資料など、代理店がビジネスで活用できるコンテンツを充実させます。また、コンテンツは定
期的に更新し、代理店が常に最新の情報を得られるようにすることが重要です。
②代理店のニーズに合わせた機能提供
代理店のニーズや業界の特性に合わせた機能を提供することで、エンゲージメントが向上します。　  例えば、在庫管理や見積もり作成、
注文管理など、代理店が日常業務で使用する機能を充実させること とが求められます。
③継続的なサポートとフォローアップ
代理店ポータルサイトのエンゲージメント向上には、継続的なサポートとフォローアップが欠かせま  せん。サイトの使い方や機能に関す
るトレーニングを提供し、質問や問題に迅速に対応することで、 代理店からの信頼を得ることができます。
④インセンティブ制度の導入

代理店の販売実績などの成果や活動を評価し、報酬やインセンティブを提供することで、エンゲージ メントを向上させることができます。
販売実績や目標達成率などの指標に基づいて、インセンティブ を設定し、代理店のモチベーションを高めます。
⑤アナリティクスを活用した最適化
ポータルサイトの利用状況や代理店の行動を分析することで、エンゲージメント向上のヒントを見つ  けることができます。アナリティク
スを活用して、どのコンテンツや機能が効果的であるかを把握 し、最適化を進めましょう。
⑥代理店とのコミュニケーションの促進
代理店同士や企業と代理店の間でのコミュニケーションが活発に行われることで、エンゲージメント  が向上します。フォーラムやチャッ
ト機能を導入して、情報交換や質問ができる環境を作りましょ  う。また、定期的なミーティングやイベントを開催して、代理店同士の交
流や学びの機会を提供する ことも有効です。
⑦オンライン研修やウェビナーの提供
オンライン研修やウェビナーは、代理店ポータルサイトのエンゲージメントを向上させる効果的な手 段です。研修やウェビナーを通じて、



代理店は製品知識や業務スキルを習得できるため、自信を持っ  てビジネス活動に取り組むことができます。また、オンライン研修やウェ
ビナーは、時間や場所の制 約がないため、個々の代理店担当が自分のペースで学ぶことができます。
オンライン研修やウェビナーを提供する際には、以下のポイントに注意しましょう。
●コンテンツの質を重視し、最新の情報やトレンドを取り入れた研修を提供することが重要です。代理店が価値ある情報を得られる研修を
提供することで、エンゲージメントが向上します。
●研修やウェビナーは、ライブ配信だけでなく、録画されたものをアーカイブとして提供すること　 　　 　で、個々の代理店担当者が
自分の都合の良いタイミングで学ぶことができます。また、繰り返し視聴することで、理解度を深めることができます。
●オンライン研修やウェビナーの進行中に、質問やコメントができるようにすることで、代理店とのコミュニケーションが促進され、エン
ゲージメントが向上します。また、研修やウェビナー終了後にアンケートやフィードバックを取ることで、コンテンツやサイトのニーズを把握
や改善することができます。

⑧ポータルサイトの定期的なアップデートと改善
ポータルサイトのエンゲージメント向上には、定期的なアップデートと改善が不可欠です。最新の情 報や機能を提供することで、代理店の
ニーズや要望に応えることができ、代理店が継続的にポータル  サイトを利用するインセンティブも生まれます。

ポータルサイトの定期的なアップデートと改善には、代理店のフィードバックやアンケート結果を元にユーザビリティやデザインの最適化も含めて行
うことが重要です。代理店からの意見や要望を取り入れることで、より代理店のニーズに適した、使いやすく、見やすいポータルサイトになります。

注）参考にした資料や出典は以下です。
●（株）才流/パートナーサクセス（株）「パートナービジネス立ち上げ　ガイドブック」　　　　 　 　　　　 ●（株）パートナー
プロップ「お役立ち資料」
●パートナーサクセス（株）「サブスクリプション時代の新たな代理店戦略」

 

【価格競争から脱皮したい】　建築設備の設計者ルート強化のご
提案
ネクストは、デジタルに強いBtoBマーケティング会社として、住設・建築建材業界を中心にBtoB事業のデジタル施策及びコンテンツなどの企画制作
運営サポートを支援しております。
「建築設備の設計者ルート」の強化を通じて、価格競争から脱皮するための「設計事務所マーケティング」のご提案です。

１．価格競争から脱皮するためには、「建築設備の設計者ルート」の強化が重要
設計事務所やゼネコンやコンサルタント、デザイン系、アトリエ系、施工店設計担当などの設計関連ターゲットに対する設計専門サイトやページ、コンテン
ツは不十分といえます。

https://jmnexst.co.jp/20250808/8104
https://jmnexst.co.jp/20250808/8104


時に、「スペックキャンペーン」を実施している企業様の例ですと、そもそも設計者向けコンテンツがない、又は、不充分なケースが多く見受けられ、これ
では、拡販はもとより、価格競争からの脱皮という事業目標自体の成果もないのではと思われます。
事業拡大の大きな指標でもある「価格競争からの脱皮」を目的とするためには、まず先に、設計者ルート専用サイトや商品の魅力を伝えるコンテンツを用意
しながら商品の認知と理解される環境を整えた上で、設計者ルートの拡販及び組織化などの施策を行うべきと考えます。
設計者ルートのマーケティングに詳しいネクストのご提案です。

２．「建築設備の設計者ルート」を強化すべき背景とは？
価格競争が激しくなり、新商品の発売や付加価値提案力の強化、商品差別化対策などが急務になっており、今後一層、建築設計ルートの開拓と深耕が重要視
されています。設計ルートに対する専用施策を通じて、さらに指名やスペック採用の獲得、ブランド化すべきと思われます。「建築設備の設計者ルート」を
強化すべき背景を３つに整理して考えます。

１）「建築設備の設計者ルート」専用施策が少ない
「建築設備の設計者ルート」に対する施策は重要にもかかわらず、今まで、設計者ルートに特化した施策が手つかずで後回しされているようです。また、建
築設備の設計者対象の記事サイトを開設してもSEO対策を行っていなかったり、建築設計向けメルマガといっても、商品訴求ばかりで、設計士視点の刺さ
るコンテンツがなかったために、配信中止するケースもあったようです。

２）価格競争からの脱皮ができる
現状、価格競争対策は十分でしょうか。広告による新規顧客の獲得やブランディングは費用対効果が不透明な点が多いことから、「建築設備の設計者ルート」
に対するコンテンツマーケティングの強化が不可欠です。
ゼネコンや施工店などは、商品の施工性やコストに関心がある一方、建築設備の設計者は、商品の良さにさえ気づいてくれればスペックしてくれる可能性が
高いと言えます。価格競争に巻き込まれないためには、川上ルートからスペックインされることが重要になります。

３）集客やお問い合わせ、ブランディングに貢献する
権威ある建築設備の設計者という第3者が自社商品を採用したという意見や事実には、説得力があります。機能やカスタマイズ性、設計上のこだわり、設計
や施工の事例などの商品を特長づける設計者に刺さるコンテンツが公開されれば、SEO対策として集客にも貢献することになり、また、蓄積され公開され
たコンテンツが企業や商品のブランディング、採用にも好評価を与えます。

施設市場が幅広い場合は、施設ごとに市場特性やニーズが異なり、専門的な知見が必要になり、特に、競合他社が力を入れていない市場では、ターゲットの
獲得手法として、先行優位に立てます。

４．ネクストが建築設計ルートに強い４つの理由
１）BtoB事業に詳しい
建築設備の設計者ルートは、BtoB業界における重要なチャネル。ネクストは、建築設備業界を中心にBtoB事業マーケティング施策ツールの企画及び
制作、運営一式のご支援を行ってきました。　

２）BtoBデジタルマーケティングに詳しい
BtoB業界に於いては、特に、商品サイトや集客サイト、メルマガ、コンテンツの充実が急務と考えます。ネクストは、デジタルに強いBtoBマーケティ
ング会社として、デジタル施策及びコンテンツなどの企画制作運営サポートを支援しております。



３）建築設計ルートに詳しい専門家がサポートする
「建築設備の設計者ルート」に詳しい専門家が少ない中、建築設計に詳しく、業界や商品の知見を持つプロのプランナーのほか、マーケティングコンサルタ
ント、デジタル施策プランナー、取材ライター、コンテンツライターなどの専門家を組織化し、サイト構築・運営からコンテンツ企画作成、広告などの一連
のサポートを通じて、価格競争から脱皮した事業基盤づくりをご支援します。

４）コンテンツに強い
市場の縮小や競争激化に伴って、今後は必ず、商品の差別化や自社商品の特長を訴求するための「選ばれる理由」が極めて重要なコンテンツになります。そ
の時、メーカー自身が発信するコンテンツでは、どうしても売り込み（広告）感が出て客観性もない点から、採用ユーザーや第３者で権威ある「設計者」の
「採用した理由」が重要になり、設計者に刺さる設計事例コンテンツが求められると考えています。

ネクストでは、特に、設計士や顧客が採用した事例や作品コンテスト、施工事例募集キャンペーン等の事例を取材。それを、ブログ記事化や動画、ホワイト
ペーパーにすることで、ホームページや商品・採用事例ページに掲載、メルマガにても積極的に訴求サポートしています。

５．どんなコンテンツが刺さるか、6つの切り口。
よくある例が、スペックインキャンペーンしているものの、設計者向けコンテンツがない、又は、不充分なケースが多く見受けられます。本来、キャンぺー
ンは、日頃の提案活動の見える化であり拡販の機会であるはずなのに、これでは、インセンティブあってのキャンペーンであり、単に「スペックキャンペー
ン」自身が目的になっているようです。
建築設備の設計者の組織化と拡販という目的をもって、しっかり、商品の魅力を伝えるコンテンツを用意し、商品の認知と理解される環境を整えた上で、キャ
ンペーンや作品コンテストなどの施策を行うべきと考えます。
逆に言えば、たとえ、インセンティブで興味関心を得られても、肝心の商品認知や理解がされていなければ、スペックされる可能性は高くないと思われます。

たとえば、次に、「建築設備」業界の例を少し考えてみます。
商品のコンテンツなら、こんなことからも始めます。
ひとつひとつの個性が商品の専門性と関連付けられた「人物」と「事例」に焦点を当てることがポイントです。

１）「自社商品の選ばれる理由」記事
商品の機能紹介をしているだけのメーカーの一方的な商品カタログ型ではなく、設計者に選ばれた理由を詳しく記事にする

２）「企業内の事業・マーケティング部門からの商品情報発信」記事
なぜ、その商品は生まれたのか、商品を発売する理由やなぜその商品を提供しているのかという開発の背景・動機や経緯、市場や業界に対する意義などを記
事化する。その製品が持っている「WHY（なぜ）」の説明。

３）「企画開発部門の担当者としての商品情報」発信記事
世の中に、同じ人はいません。
なので、商品の企画開発している、人も重要なコンテンツ要素になります。
人に焦点を当てて商品提案の様子（提案や工夫など）や企画調査、開発の苦労話しを語ってもらいます。

４）「設計者との対談」記事
メーカーの開発担当者と建築設備の設計者とのシリーズ対談。



開発企画の意図と設計の現場の実際を語ってもらい、インタビューし、社名と説明で紹介する。
その道の専門家に取材をして専門的なアドバイスが得られると、より信憑性の高い専門的な情報を含んだコンテンツ作りが可能となります。

５）「商品企画の開発コラボ会議」記事
メーカーの開発担当が出席し、設計士、それぞれの得意分野についての商品企画を超えた商品開発アイデアを会議風に発表してもらう。（記事の詳細は会員
限定）

６）よくある質問
設計者からよく聞かれる質問をリストアップし、その回答をサイトに載せる。

そのほか、考えられる具体的なコンテンツは、たとえば、以下です。
・製品の特性と価値の強調：製品がどのようにデザインされ、どのような機能性を持っているのかを詳しく説　　　　　　　　　　   明。製品の特徴、
サービスのノウハウ、使用方法、メンテナンスのヒントなど。また、製品の開発過程や背後　　　   にあるストーリーで、さらに、製品への理解と興味
を深める。
・専門的なコンテンツの提供：製品の技術的な詳細、設計や施工のヒント、業界の最新トレンドなど
・テクニカルガイド: 施工方法、技術的なアドバイス、FAQ
・業界動向:・自社製品や市場動向、調査データ 建材業界の最新情報、トレンド
・Q&Aの掘り下げ
・設計とイノベーション: 新しい設計アイデア、革新的な使用事例
・事例（製品の利点と使用例の提示）：プロジェクトでの製品の使用例を通じて、製品の利点と可能性を示す
・顧客事例: 成功事例、顧客インタビュー、フィードバック
（導入事例インタビュー記事、導入事例をまとめた事例集）

特に、競合との商品の差を、ストーリー性が出るプロジェクト事例ギャラリー（写真・動画・導入ストーリー）などで強調することが効果的と思います。ま
た、取材インタビューを読者の視聴スタイルに対応して動画コンテンツ、ホワイトペーパー、ウエビナーなどの様々なコンテンツに展開します。

６．プロモーションの展開について
建築設備の設計者との継続的な接点（メルマガやコンテンツ）強化を図り、良好な関係を築いて維持することを目的とし、各施策がうまくいっているかの検
証をしつつ、継続的な設計事務所の囲い込み、 リスト化や組織化などの次策を考えます。
（複数同時に進めると運用の難易度が上がり、課題と対策の検証が複雑かつ煩雑で業務に支障が出て、要は面倒になり、結果、中途半端で失敗するケースが
多いようです）

例）
・無料会員の条件や、会員に提供するものを定める（スペックインキャンペーンは会員のみとする等）
・会員向けメルマガを発行する
・集客ブログ記事（オウンドメディア）にて専門的な記事（取材含む）を掲載、KW集客とお問合     せを強化する。また、オウンドメディアに販売
店事例を入れる、事例（PDF)をプレゼント。
・コンテストを開催し、優れた建築・インテリアデザインを公募し、受賞事例を発信する。
・設計者支援サイトをつくる



・事例専用サイトもつくる+事例コンテスト+ユーザー投票（結果発表）
・設計士から多くの事例を集める仕掛けも必要。（作品コンテストなど）

７．弊社提言の「事業拡大」提案に見る、コンテンツの紹介
　　注）以下は、初期提案内容のものです

 ＜事例１＞
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案
以下の商業施設、オフィス、ホテル、病院、高層ビル、公共施設、倉庫、工場分野・市場における、主に設計者向けのコンテンツをご提言させていただきま
した。

【商業施設】
１）コンセプト: 「耐久性とデザインの融合」
２）コンテンツ案:
・ケーススタディ: 成功した商業施設の事例紹介
・デザインと機能性を高める建材の活用法
・環境に優しい商業施設構築への取り組み
３）キーワード案
・耐久性のあるブランド建築材料
・エコフレンドリーな商業施設設計
・モダンな商業スペース設計

【オフィス施設】
１）コンセプト: 「快適な職場環境の創造」
２）コンテンツ案:
・高い断熱性と遮音性によるオフィスの快適性向上
・エネルギー効率の良いオフィスビル構築
・モダンなオフィスデザインとブランド建材
３）キーワード
・高断熱性オフィスビル
・エネルギー効率の良いオフィス構築
・オフィス空間の遮音材料

【ホテル・宿泊施設】
１）コンセプト: 「上質な宿泊体験」
２）コンテンツ案:
・ホテルの安全性と快適性を高めるブランド建材
・顧客の満足度を高めるホテル設計のヒント



・耐火性とデザイン性を兼ね備えたホテル建設
３）キーワード
・ホテルの安全性向上
・高級ホテルデザイン
・客室の快適性強化

【病院・医療介護施設】
１）コンセプト: 「安全で衛生的な医療環境」
２）コンテンツ案:
・病院建設におけるブランド建材の役割
・耐火性と清潔性を保つ建築材料の重要性
・患者とスタッフのための快適な病院設計
３）キーワード
・衛生的な病院建築
・病院の耐火建材
・医療施設のブランド建材活用

【高層ビル】
１）コンセプト: 「都市のスカイラインを形作る」
２）コンテンツ案:
・高層ビルの建設におけるブランド建材の利点
・超高層ビルの安全性と持続可能性
・都市のランドマークとなる建築物の設計
３）キーワード
・高層ビルの安全構造
・スカイラインを形成する建築
・持続可能な高層建築

【公共施設】
１）コンセプト: 「コミュニティの中核」
２）コンテンツ案:
・公共施設におけるブランド建材の多様な用途
・エコフレンドリーな公共建築の事例
・地域社会に貢献する施設建設
３）キーワード
・公共施設の耐久建材
・コミュニティセンター設計
・環境に優しい公共建築



【倉庫】
１）コンセプト: 「機能性と耐久性の融合」
２）コンテンツ案:
・倉庫建設に最適なブランド建材の特性
・長期間にわたる耐久性の維持
・効率的な倉庫運営のための建築戦略
３）キーワード
・効率的な倉庫運営
・倉庫のための強靭な材料
・ロジスティクス施設設計

【工場】
１）コンセプト: 「生産性の高い産業施設」
２）コンテンツ案:
・工場建設におけるブランド建材のメリット
・安全かつ効率的な工場デザイン
・耐火性と構造的強度を備えた工場建築
３）キーワード
・生産性向上のための工場設計
・安全な工場建築
・耐火性工場材料

＜事例２＞
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案。
以下のオフィス・複合施設、教育・育児施設、ホテル・宿泊施設、医療・介護施設、交通施設分野・市場における、主に設計者向けのコンテンツをご提言さ
せていただきました。

【オフィス・複合施設】
ポイント：業界トレンド:　 グリーンビルディング、スマートオフィス、ワークプレイスウェルネスなど
市場・需要予測: リモートワークの影響やオフィスの需要変動を考慮。
施工の評価: 　　省エネ、耐久性、デザイン性などの施工品質を強調。
ターゲット：設計事務所、不動産開発会社、コンサルタント会社、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 成功したオフィス施設の設計と施工。
インタビュー:　 設計者や施工者、エンドユーザーの声。
ハウツー記事: 　グリーンビルディングやスマートオフィスの設計・施工ガイド。
【教育・育児施設】
ポイント：業界トレンド:　 オンライン教育、アクティブラーニング環境など。
市場・需要予測: 少子化の影響や地域別の教育ニーズ。



施工の評価: 　　安全性、耐久性、子供にやさしい素材。
ターゲット：アトリエ系設計事務所、教育委員会、学校経営者、育児施設運営者、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 効果的な教育環境の設計例。
インタビュー: 　教育者や保護者、子供たちの声。
ハウツー記事: 　安全で子供にやさしい教育施設の設計・施工ガイド。
【ホテル・宿泊施設】
ポイント：業界トレンド:　 サステナビリティ、ローカルな体験、高級感。
市場・需要予測: 観光業のトレンド、季節性、地域性。
施工の評価: 　　豪華さ、快適性、デザイン。
ターゲット：ホテルオーナー、旅行会社、設計事務所、コンサルタント会社、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 人気のホテルやリゾートの設計と施工。
インタビュー: 　オーナー、設計者、ゲストの声。
ハウツー記事:　 サステナブルなホテル設計・施工ガイド。
【医療・介護施設】
ポイント：業界トレンド:　 遠隔医療、感染症対策、高齢者向けのアクセシビリティ。
市場・需要予測: 高齢化社会、地域医療のニーズ。
施工の評価: 　　安全性、清潔感、機能性。
ターゲット：医療機関、介護施設、地域医療福祉協議会、医療専門コンサルタント会社
コンテンツ案：ケーススタディ: 高評価の医療・介護施設の設計と施工。
インタビュー: 　医師、看護師、患者、高齢者の声。
ハウツー記事:　 感染症対策やアクセシビリティに優れた施設の設計・施工ガイド。
【交通施設】
ポイント：業界トレンド: 　スマートシティ、公共交通の効率化、サスティナブルな設計。
市場・需要予測: 人口密度、交通量、地域ニーズ。
施工の評価: 　　耐久性、安全性、効率性。
ターゲット：都市計画局、交通機関運営者、設計事務所、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 効率的な交通施設の設計と施工。
インタビュー:　 都市計画者、運営者、一般市民の声。
ハウツー記事: 　スマートシティに適した交通施設の設計・施工ガイド。

＜事例３＞
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案。
以下のアパート・マンション、病院・福祉、体育館・スポーツ施設、学校・文教施設、工場・倉庫、オフィス・商業施設、公共施設。避難所分野・市場にお
ける、主に設計者向けのコンテンツをご提言させていただきました。

【アパート・マンション】
１）キーワード: 「耐久性の高い建材」「住宅用金属素材」「マンションの外壁材」「防音性建材」



２）コンテンツ例:
「マンションの耐久性とコスト効率を高める金属建材の選び方」
「住宅建築における金属素材の美学と機能性」
「アパート建築における金属建材の防音・断熱ソリューション」
【病院・福祉施設】
１）キーワード: 「衛生的な建材」「病院用金属素材」「福祉施設向け内装材」「抗菌性建材」
２）コンテンツ例:
「病院建築における衛生管理を支える金属建材の役割」
「福祉施設の清潔さを保つための金属建材の選定基準」
「高齢者施設の安全性を高めるための建材選び」
【体育館・スポーツ施設】
１）キーワード: 「耐衝撃建材」「スポーツ施設用金属素材」「耐久性フロア材」「防錆性建材」
２）コンテンツ例:
「スポーツ施設の耐久性を支える金属建材の選定とメンテナンス」
「体育館の多機能性を実現する建材の革新的使用法」
「アスリートと観客のための安全なスポーツ施設設計」
【学校・文教施設】
１）キーワード: 「安全な建材」「教育施設用金属素材」「耐火性建材」「環境配慮型建材」
２）コンテンツ例:
「教育環境を向上させる金属建材の環境適応設計」
「学校施設の安全基準を満たす建材選びのポイント」
「文教施設のための長期的視点に立った建材選定ガイド」
【工場・倉庫】
１）キーワード: 「工業用金属建材」「耐荷重性建材」「倉庫の屋根材」「経済的な建材」
２）コンテンツ例:
「工場の生産効率を向上させる建材の選び方」
「倉庫の耐荷重と経済性を両立する金属建材の活用」
「工業用建材の耐久性とメンテナンス性のバランス」
【オフィス・商業施設】
１）キーワード: 「モダンな建材」「オフィス用金属素材」「商業施設のファサード材」「耐久性のある内装材」
２）コンテンツ例:
「オフィスビルのブランドイメージを高めるファサード材の選定」
「商業施設の顧客体験を向上させる内装材の選び方」
「持続可能なオフィス環境のための金属建材の利用戦略」
【公共施設・避難所】
１）キーワード: 「耐災害建材」「公共施設用金属素材」「避難所の建築材」「長寿命建材」
２）コンテンツ例:



「公共施設の安全性と耐久性を確保する建材の選び方」
「災害時の安全を確保する避難所建築のための建材ガイド」
「コミュニティの中心となる公共施設のための建材選定と設計」

以上、設計事務所マーケティング施策の考え方やコンテンツ、基本的なプロモーション手法の一端をご紹介させていただきました。

私たちは、BtoB業界に特化したマーケティング支援をしてまいりましたが、設計ルートに詳しいプランナー・ライターと共に改めて、建築業界をはじめ、
設計者への認知理解、お問合せを促進する施策やコンテンツの積極的なご提案を考えております。
以下は、建築設計者向けサイトやコンテンツ、メルマガ活用の事例ご紹介です。

「設計事務所取材記事」紹介（メルマガに掲載）ページ

https://extime.jp/members/

「建築設計事例、入賞作品」紹介ページ
https://uchi-soto-style.com/exterior/example

「建築関係者向けランディング」ページ
https://www.zeonkasei.co.jp/jushisiding/lp/builder

2024.09.30
キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？顧客事例コンテンツ①【ネクストライク200号】
 キラーコンテンツ「顧客事例」コンテンツとは？ 事業拡大の成功には、市場・業界や必要なマーケティングの知見とそれを具現化でき
るコンテンツ企画制作力が重要です。  そのコンテンツの中でも、顧客事例、例えば、販売店の販売事例やお客さま採用事例は顧客自身の
「自分化できる」事例ですので、...

2024.10.06
「顧客事例」は事業拡大の武器となる。顧客事例コンテンツ②【ネクストライク201号】
ドラッカーが言うマーケティングの原点「顧客事例」は事業拡大の武器となる。  １．ドラッカーが考える、マーケティングが目指すもの
ドラッカーは言います。  「マーケティングが目指すものは、顧客を理解し、製品とサービスを顧客に合わせ、自ずから売れるようにする
ことである」と。 自社の...

https://extime.jp/members/
https://uchi-soto-style.com/exterior/example
https://www.zeonkasei.co.jp/jushisiding/lp/builder
https://jmnexst.co.jp/20240930/7552
https://jmnexst.co.jp/20241006/7597


2024.10.19
作成するメリットと企画の考え方　顧客事例コンテンツ③【ネクストライク202号】
 「顧客事例」コンテンツを作成するメリットと企画の考え方 １．事例コンテンツ作成するメリットとは？ 「顧客事例」コンテンツは、
なぜ、顧客の購買に好影響を与えるのでしょうか。  企業さまの多くで「顧客事例」の少ないことが原因で、Webサイトの集客やお問合
せに結び付いていない現状を...

2024.10.26
企画目的と取材方法、制作上の留意点　顧客事例コンテンツ④【ネクストライク203号】
「顧客事例」コンテンツ④として、「顧客事例」企画目的の明確化から取材先の決定、打ち合わせ、取材など、実務的な制作工程別の内容
と制作にあたっての留意点について考えてみました。 １．「顧客事例」の企画目的の明確化 商品力や提案力、アフターサポート力が不
充分だと、お客さまの満足度も高...

2024.11.10
「顧客事例」活用目的別の制作手法と配信方法、効果を出すヒント。顧客事例コンテンツ⑤【ネクストライク204号】
前号の「顧客事例」コンテンツの企画や作成の方法のご紹介に続き、顧客事例コンテンツ⑤として、「顧客事例」活用の目的別の制作手法
と配信方法、効果を出すためのヒントについて考えてみました。 １．「顧客事例」の種類 商品・サービスの購買に好影響をもたらすこ
とから、企業の多くが「顧客事例...

https://jmnexst.co.jp/20241019/7604
https://jmnexst.co.jp/20241026/7611
https://jmnexst.co.jp/20241110/7647


ホワイトペーパーの基本機能と役割とは？【ホワイトペーパー活
用①】
情報が溢れる今、顧客自らが、WebサイトやSNSなどから情報を積極的に収集し、無意識に読みたいコンテンツとそうでないコンテンツを区別すること
が常識になっています。これまでの主流だった電話アポイントや訪問営業、広告などの売り込み色が強い手法は、顧客にとっての違和感が高く共感を得るこ
とも難しくなってきているといえます。
その中で、顧客ニーズや検討段階に応じた、顧客視点のコンテンツを提供することでお問い合わせに結び付けるコンテンツマーケティングが注目され、ブロ
グ記事や動画、ウェビナーのほかに代表的なコンテンツのひとつとなっているのが、今回取り上げるホワイトペーパーになります。

多くの潜在客は、自社の商品・サービスに興味関心を持っていないかもしれませんが、きっと必ず、何らかの問題や課題を持っているはずです。
しかし、現実、潜在客は問題・課題を認識していないわけですから、企業としては、「課題解決」のためのコンテンツを発信して接点を求める以前に、まず、
問題の周辺に存在するテーマから課題に落とし込むように誘導する必要があります。

そこで、数多くの潜在客に対して、問題点や課題についての新しい発見や気づきを示唆するホワイトペーパーを用意することによって、自ら閲覧・ダウンロー
ドしてもらい、企業側は、そこで獲得したリード情報（個人情報や見込み度など）に対して追客することにより、成約に結びつけることが重要になります。
もちろん、潜在客に対しても、課題解決や具体的な提案をホワイトペーパーで提示し、お問い合わせに誘導することができます。

「ホワイトペーパーの活用」コラムシリーズの第１回は「ホワイトペーパーの基本機能と役割」です。
ホワイトペーパーの定義や特長、機能と役割等、以下、ご参考になれば幸いです。

１．ホワイトペーパーとは
ホワイトペーパーは、特に、他のマーケティング施策より効果的に顧客のリードを獲得できることから、活用する企業が増加しています。
読者が、企業名・氏名・メールアドレスなどを入力して専門知識やノウハウ資料を入手するのと交換で企業側はリード情報（個人情報や見込み度ランクなど）
を獲得し、その後の見込み顧客の育成を促せるので、読者と企業側の双方に大きなメリットのあるマーケティング施策といえます。

また、見込み客への育成(ナーチャリング)については、獲得したリードに対して当該ホワイトペーパーだけではなく、別のホワイトペーパーを案内するな
ど、有益な情報を継続的に提供し続けることで受注見込みの高い顧客（ホットリード）へと育てていくことも可能ですので、その点では、ホワイトペーパー
は、潜在客だけではなく、顕在客に対しても、興味関心あるテーマについて自社の優位性を説明するためのお役立ちコンテンツとして重要と考えられます。

ホワイトペーパーは、顧客に有益な情報を資料として提供することによる顧客リードを獲得することから始まり、自社への興味関心を惹き、読者の興味関心
やニーズレベルに応じた、さまざまな「テーマ」設定したホワイトペーパーの公開によって自社理解や他社比較位検討の度合いを高め、信頼関係の構築、そ
して最終的な目的であるお問合せに結びつけることができます。

２．ホワイトペーパーと一般資料との違い
ホワイトペーパーは、自社の「売り込み」や「広告感」を抑え、より多くの人に目を通してもらいやすく企画制作することが、営業資料・サービス資料など
の一般資料とは異なる点です。
また、いわゆる、一般的な営業資料は、オフライン面談などを通じた営業を目的として、手渡し配布することが多いのに対して、ホワイトペーパー

https://jmnexst.co.jp/20250311/7869
https://jmnexst.co.jp/20250311/7869


は、Webサイトやメルマガなどのオンラインを通じて、企業の一方的な売り込みではなく、顧客視点での情報を提供します。
顧客目線での「テーマ」で興味関心を得ることを重視したホワイトペーパーはオンラインで活用されることが多く、例えば、悩みや課題、解決策、新しい気
づきや発見などの興味関心を得る「テーマ」を企画掲載することによって安定的に閲覧・ダウンロードされるため、検索では集客が難しい潜在客のリードを
獲得することができ、さらに、見込み育成の手段としても機能することが大きな特長といえます。
以下、一般資料とホワイトペーパーの企画や制作の方法の違いについて考えてみます。

 一般資料の場合
１）企画の視点　　企業目線での発信
２）目的　　　　　既に商品・サービスに興味関心を持っている顕在客への商談目的資料として作成する
３）活用場所　　　オフラインツールとして機能する
４）使い方　　　　面談の機会などで活用することが多い
５）企画作成の例　社内ツールの他、営業現場にての提案・商談時などで使用する資料

ホワイトペーパーの場合
１）企画の視点　　顧客目線に立った発信
２）目的　　　　　潜在客に対する「認知・興味関心・理解・比較検討・購入」又は、顕在客に対する「理    　　　　　　　　　解・比較検討・購入」
の各ニーズ段階応じた、リード獲得及び育成目的として作成する
３）活用場所　　　オンラインでの掲載・活用が多い
４）使い方　　　　HPや商品・ブログ記事ページ、ウェビナー、メルマガなどの中でのコンテンツとして活用する
５）企画作成の例　ターゲットのニーズに対応した「テーマ」ごとに深堀した専門的な内容

３．ホワイトペーパーの役割とは？
一般に、潜在客は、企業のホームページに掲載されている自社商品・サービスの紹介には興味関心を持たず、資料請求やお問合せする比率はかなり低く、そ
ういった、自社商品・サービスのニーズが自覚されていない潜在客を集客し、見込み化する方法として、ホワイトペーパー活用は重要な役割を果たすコンテ
ンツといえます。

商品・サービスに興味関心の薄い、検索で流入することができない読者が多い中でも、特に、購入までに社内稟議検討などに時間を要する高額で専門的
なBtoB商品の場合、決裁する部署や責任者、関係者を説得する情報を日頃から顧客は絶えず収集している傾向が強く、潜在客の興味関心を得る「新しい
気づきや発見、悩みや課題、解決策」などをテーマとした「ホワイトペーパー一覧」や「お役立ち資料」「提案資料一覧」「サービス資料ダウンロード」な
どのページでホワイトペーパーを企画掲載し、閲覧とダウンロードさせることによって、潜在客のリードを獲得、そして資料請求などのお問い合わせに結び
つけることができます。

また、「コンテンツマーケティングを実施しているものの、CVが増えない」という課題を抱えている企業さまも多いと思いますが、その原因の一つには、
現在掲載しているコンテンツのみではCVさせる動機付けが不十分であることが要因だと考えられます。

自社サイトのCVR改善策として相性が良いのが通常の問い合わせよりもハードルが低いホワイトペーパーです。
例えば、商品・サービスの関心がない読者の場合、企業目線である「資料請求」「お問合わせ」「見積り」「サンプル」「デモ体験」「メルマガ会員登録」
「ウェビナー参加」「セミナー参加」ではCV（コンバージョン）の行動のハードルが高いといえますが、その点、顧客目線のホワイトペーパーなら抵抗感



も低くなります。

きっと、おそらく、みなさま中でも、「お役立ち資料」「ホワイトペーパー一覧」などを見て、ダウンロードされた経験は多いのではないでしょうか。ホワ
イトペーパーは顧客の課題解決に貢献し、各ページやコンテンツ（記事）内にCTAを設置することで興味関心を高め、ダウンロードを促し、顧客リードを
獲得することができます。

さらに、ホワイトペーパーは、Webサイトやメルマガなどのオンラインを通じて公開し、ターゲット属性や細かいニーズに対応したテーマを増やす、また、
認知、興味関心、理解、比較検討、購入の各ニーズ段階ごとの課題解決コンテンツを充実することで、リード獲得（顧客情報）や見込み客づくり、営業接点
の強化などに効果を出す、幅広い機能を持つ重要なコンテンツと言えます。

ホワイトペーパーの制作と聞くと、手間が掛かりそうと思われる方も多いかもしれませんが、例えば、オウンドメディアのコンテンツを作り込んでいれば、
それらを様々な切り口でまとめて資料化するだけでも価値があります。

「設計事務所マーケティングに詳しい」ネクストのご紹介。
設計事務所やゼネコンやメーカー、デザイン系、アトリエ系、施工店設計担当などの設計関連ターゲットに対する設計専門のサイトやページ、コンテンツは
あまり見当たらないように感じます。

ネクストは、住設や非住設業界を中心にBtoB業界業界の中で建築設計事務所対策の実績とご提案を行い、最近では、建築設計者向けサイトやコンテンツ、
メルマガ活用、販売マニュアル企画制作などの機会も増えてきています。
25年。設計事務所マーケティングに詳しいネクストのご提案です。

１．なぜ、設計事務所マーケティングが重要なのか

今後、画期的な商品や既存商品の新コンセプト（グルーピング化）などが期待されるものの、拡販商品全てが差別化できないかもしれないこれから、自社商
品の魅力や特長、設計アドバイス、設計支援の内容などをもっと、設計担当者に認知してもらう必要があるように感じています。
以下、建築設計事務所マーケティングが、なぜ、重要なのかについて考えてみたいと思います。

１）建築設計者を焦点にした専用の施策が少ない
販売の主たるルートである建築設計ターゲットに対する施策は重要にもかかわらず、今まで、設計ルート専用の施策はあまり見かけないようです。
もちろん、全く建築設計専門施策がなかったわけではありません。たとえば、建築設計者対象の記事サイトを開設し、そこに著名な建築家や建築設計士、コ
ンサルタントなどが参画したインタビュー記事もありましたが、自社商品との関連がなかったり、SEO対策を行っていないために集客とお問い合わせが期
待通りではなく、また、建築設計向けメルマガといっても、商品訴求ばかりで、設計士視点の刺さるコンテンツがなかったために、中止するケースもあった
ようです。
決して、重要なルートとして検討されなかったわけではないですが、販売や施工ルートと一括りに考えられてきて、特に、建築設計者専用施策が検討されて

https://jmnexst.co.jp/20250108/7754


いなかったかと思われます。
今後は、建築設計者専用に限らず、個別顧客向け営業提案コンテンツのデジタル化やWebページによって購買意欲を高める取り組みが増えると考えます。

２）価格競争からの脱皮できる
ゼネコンや施工店などは、商品の施工性やコストに関心がある一方、建築設計者は、商品の良さにさえ気づいてくれればスペックしてくれる可能性が高いと
言えます。価格競争に巻き込まれないためには、川上ルートからスペックインされることが重要になります。

３）集客やブランディングに貢献する
権威ある建築設計者という第3者が自社商品を採用したという意見や事実には、説得力があります。設計者に刺さるコンテンツには、商品の特長、つまり、
機能やカスタマイズ性、設計上のこだわり、設計や施工の事例、実証された資料などが公開される必要があり、これは同時に、SEO対策として、集客にも
貢献することになります。
また、蓄積され公開されたコンテンツが企業や商品のブランディング、採用にも好評価を与えます。

上記の理由により、建築設計事務所マーケティングは重要と考えられます。施設市場（分野）が幅広く、それぞれの施設ごとに市場特性やニーズが異なり、
専門的な知見が必要になります。そのため、特に、競合他社が力を入れていない場合もあり、ターゲットの獲得手法として、先行優位に立てるかと思います。

２．どんなコンテンツが刺さるか
よくある例が、スペックインキャンペーンしているものの、設計者向けコンテンツがない、又は、不充分なケースが多く見受けられます。本来、キャンぺー
ンは、日頃の提案活動の見える化であり拡販の機会であるはずなのに、これでは、インセンティブあってのキャンペーンであり、単に「スペックキャンペー
ン」自身が目的になっているようです。
建築設計者の組織化と拡販という目的をもって、しっかり、商品の魅力を伝えるコンテンツを用意し、商品の認知と理解される環境を整えた上で、キャンペー
ンや作品コンテストなどの施策を行うべきと考えます。
逆に言えば、たとえ、インセンティブで興味関心を得られても、肝心の商品認知や理解がされていなければ、スペックされる可能性は高くないと思われます。

たとえば、「住設・建材」業界の例を少し考えてみます。
商品のコンテンツなら、こんなことからも始めます。
ひとつひとつの個性が商品の専門性と関連付けられた「人物」と「事例」に焦点を当てることがポイントです。

１）「自社商品の選ばれる理由」記事
商品の機能紹介をしているだけのメーカーの一方的な商品カタログ型ではなく、設計者に選ばれた理由を詳しく記事にする

２）「企業内の事業・マーケティング部門からの商品情報発信」記事
なぜ、その商品は生まれたのか、商品を発売する理由やなぜその商品を提供しているのかという開発の背景・動機や経緯、市場や業界に対する意義などを記
事化する。その製品が持っている「WHY（なぜ）」の説明。

３）「企画開発部門の担当者としての商品情報」発信記事
世の中に、同じ人はいません。
なので、商品の企画開発している、人も重要なコンテンツ要素になります。
人に焦点を当てて商品提案の様子（提案や工夫など）や企画調査、開発の苦労話しを語ってもらいます。



４）「設計者との対談」記事
メーカーの開発担当者と建築設計者とのシリーズ対談。
開発企画の意図と設計の現場の実際を語ってもらい、インタビューし、社名と説明で紹介する。
その道の専門家に取材をして専門的なアドバイスが得られると、より信憑性の高い専門的な情報を含んだコンテンツ作りが可能となります。

５）「商品企画の開発コラボ会議」記事
メーカーの開発担当が出席し、設計士、それぞれの得意分野についての商品企画を超えた商品開発アイデアを会議風に発表してもらう。（記事の詳細は会員
限定）

６）よくある質問
設計者からよく聞かれる質問をリストアップし、その回答をサイトに載せる。

そのほか、考えられる具体的なコンテンツは、たとえば、以下です。
・製品の特性と価値の強調：製品がどのようにデザインされ、どのような機能性を持っているのかを詳しく説　　　　　　　　　　   明。製品の特徴、
サービスのノウハウ、使用方法、メンテナンスのヒントなど。また、製品の開発過程や背後　　　   にあるストーリーで、さらに、製品への理解と興味
を深める。
・専門的なコンテンツの提供：製品の技術的な詳細、設計や施工のヒント、業界の最新トレンドなど
・テクニカルガイド: 施工方法、技術的なアドバイス、FAQ
・業界動向:・自社製品や市場動向、調査データ 建材業界の最新情報、トレンド
・Q&Aの掘り下げ
・設計とイノベーション: 新しい設計アイデア、革新的な使用事例
・事例（製品の利点と使用例の提示）：プロジェクトでの製品の使用例を通じて、製品の利点と可能性を示す
・顧客事例: 成功事例、顧客インタビュー、フィードバック
（導入事例インタビュー記事、導入事例をまとめた事例集）

特に、競合との商品の差を、ストーリー性が出るプロジェクト事例ギャラリー（写真・動画・導入ストーリー）などで強調することが効果的と思います。ま
た、取材インタビューを読者の視聴スタイルに対応して動画コンテンツ、ホワイトペーパー、ウエビナーなどの様々なコンテンツに展開します。

３．プロモーションの展開について

建築設計事務所との継続的な接点（メルマガやコンテンツ）強化を図り、良好な関係を築いて維持することを目的とし、各施策がうまくいっているかの検証
をしつつ、継続的な設計事務所の囲い込み、 リスト化や組織化などの次策を考えます。
（複数同時に進めると運用の難易度が上がり、課題と対策の検証が複雑かつ煩雑で業務に支障が出て、要は面倒になり、結果、中途半端で失敗するケースが
多いようです）

例）
・無料会員の条件や、会員に提供するものを定める（スペックインキャンペーンは会員のみとする等）
・会員向けメルマガを発行する
・集客ブログ記事（オウンドメディア）にて専門的な記事（取材含む）を掲載、KW集客とお問合     せを強化する。また、オウンドメディアに販売



店事例を入れる、事例（PDF)をプレゼント。
・コンテストを開催し、優れた建築・インテリアデザインを公募し、受賞事例を発信する。
・設計者支援サイトをつくる
・事例専用サイトもつくる+事例コンテスト+ユーザー投票（結果発表）
・設計士から多くの事例を集める仕掛けも必要。（作品コンテストなど）

４．弊社提言の「事業拡大」提案に見る、コンテンツの紹介
　　注）以下は、初期提案内容のものです

 事例１）
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案
以下の商業施設、オフィス、ホテル、病院、高層ビル、公共施設、倉庫、工場分野・市場における、主に設計者向けのコンテンツをご提言させていただきま
した。

【商業施設】
１）コンセプト: 「耐久性とデザインの融合」
２）コンテンツ案:
・ケーススタディ: 成功した商業施設の事例紹介
・デザインと機能性を高める建材の活用法
・環境に優しい商業施設構築への取り組み
３）キーワード案
・耐久性のあるブランド建築材料
・エコフレンドリーな商業施設設計
・モダンな商業スペース設計

【オフィス施設】
１）コンセプト: 「快適な職場環境の創造」
２）コンテンツ案:
・高い断熱性と遮音性によるオフィスの快適性向上
・エネルギー効率の良いオフィスビル構築
・モダンなオフィスデザインとブランド建材
３）キーワード
・高断熱性オフィスビル
・エネルギー効率の良いオフィス構築
・オフィス空間の遮音材料

【ホテル・宿泊施設】
１）コンセプト: 「上質な宿泊体験」



２）コンテンツ案:
・ホテルの安全性と快適性を高めるブランド建材
・顧客の満足度を高めるホテル設計のヒント
・耐火性とデザイン性を兼ね備えたホテル建設
３）キーワード
・ホテルの安全性向上
・高級ホテルデザイン
・客室の快適性強化

【病院・医療介護施設】
１）コンセプト: 「安全で衛生的な医療環境」
２）コンテンツ案:
・病院建設におけるブランド建材の役割
・耐火性と清潔性を保つ建築材料の重要性
・患者とスタッフのための快適な病院設計
３）キーワード
・衛生的な病院建築
・病院の耐火建材
・医療施設のブランド建材活用

【高層ビル】
１）コンセプト: 「都市のスカイラインを形作る」
２）コンテンツ案:
・高層ビルの建設におけるブランド建材の利点
・超高層ビルの安全性と持続可能性
・都市のランドマークとなる建築物の設計
３）キーワード
・高層ビルの安全構造
・スカイラインを形成する建築
・持続可能な高層建築

【公共施設】
１）コンセプト: 「コミュニティの中核」
２）コンテンツ案:
・公共施設におけるブランド建材の多様な用途
・エコフレンドリーな公共建築の事例
・地域社会に貢献する施設建設
３）キーワード



・公共施設の耐久建材
・コミュニティセンター設計
・環境に優しい公共建築

【倉庫】
１）コンセプト: 「機能性と耐久性の融合」
２）コンテンツ案:
・倉庫建設に最適なブランド建材の特性
・長期間にわたる耐久性の維持
・効率的な倉庫運営のための建築戦略
３）キーワード
・効率的な倉庫運営
・倉庫のための強靭な材料
・ロジスティクス施設設計

【工場】
１）コンセプト: 「生産性の高い産業施設」
２）コンテンツ案:
・工場建設におけるブランド建材のメリット
・安全かつ効率的な工場デザイン
・耐火性と構造的強度を備えた工場建築
３）キーワード
・生産性向上のための工場設計
・安全な工場建築
・耐火性工場材料

事例２）
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案。
以下のオフィス・複合施設、教育・育児施設、ホテル・宿泊施設、医療・介護施設、交通施設分野・市場における、主に設計者向けのコンテンツをご提言さ
せていただきました。

【オフィス・複合施設】
ポイント：業界トレンド:　 グリーンビルディング、スマートオフィス、ワークプレイスウェルネスなど
市場・需要予測: リモートワークの影響やオフィスの需要変動を考慮。
施工の評価: 　　省エネ、耐久性、デザイン性などの施工品質を強調。
ターゲット：設計事務所、不動産開発会社、コンサルタント会社、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 成功したオフィス施設の設計と施工。
インタビュー:　 設計者や施工者、エンドユーザーの声。



ハウツー記事: 　グリーンビルディングやスマートオフィスの設計・施工ガイド。
【教育・育児施設】
ポイント：業界トレンド:　 オンライン教育、アクティブラーニング環境など。
市場・需要予測: 少子化の影響や地域別の教育ニーズ。
施工の評価: 　　安全性、耐久性、子供にやさしい素材。
ターゲット：アトリエ系設計事務所、教育委員会、学校経営者、育児施設運営者、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 効果的な教育環境の設計例。
インタビュー: 　教育者や保護者、子供たちの声。
ハウツー記事: 　安全で子供にやさしい教育施設の設計・施工ガイド。
【ホテル・宿泊施設】
ポイント：業界トレンド:　 サステナビリティ、ローカルな体験、高級感。
市場・需要予測: 観光業のトレンド、季節性、地域性。
施工の評価: 　　豪華さ、快適性、デザイン。
ターゲット：ホテルオーナー、旅行会社、設計事務所、コンサルタント会社、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 人気のホテルやリゾートの設計と施工。
インタビュー: 　オーナー、設計者、ゲストの声。
ハウツー記事:　 サステナブルなホテル設計・施工ガイド。
【医療・介護施設】
ポイント：業界トレンド:　 遠隔医療、感染症対策、高齢者向けのアクセシビリティ。
市場・需要予測: 高齢化社会、地域医療のニーズ。
施工の評価: 　　安全性、清潔感、機能性。
ターゲット：医療機関、介護施設、地域医療福祉協議会、医療専門コンサルタント会社
コンテンツ案：ケーススタディ: 高評価の医療・介護施設の設計と施工。
インタビュー: 　医師、看護師、患者、高齢者の声。
ハウツー記事:　 感染症対策やアクセシビリティに優れた施設の設計・施工ガイド。
【交通施設】
ポイント：業界トレンド: 　スマートシティ、公共交通の効率化、サスティナブルな設計。
市場・需要予測: 人口密度、交通量、地域ニーズ。
施工の評価: 　　耐久性、安全性、効率性。
ターゲット：都市計画局、交通機関運営者、設計事務所、ゼネコン
コンテンツ案：ケーススタディ: 効率的な交通施設の設計と施工。
インタビュー:　 都市計画者、運営者、一般市民の声。
ハウツー記事: 　スマートシティに適した交通施設の設計・施工ガイド。

事例３）
ある非住宅市場向けの建築建材メーカーさまの初期提案。
以下のアパート・マンション、病院・福祉、体育館・スポーツ施設、学校・文教施設、工場・倉庫、オフィス・商業施設、公共施設。避難所分野・市場にお



ける、主に設計者向けのコンテンツをご提言させていただきました。

【アパート・マンション】
１）キーワード: 「耐久性の高い建材」「住宅用金属素材」「マンションの外壁材」「防音性建材」
２）コンテンツ例:
「マンションの耐久性とコスト効率を高める金属建材の選び方」
「住宅建築における金属素材の美学と機能性」
「アパート建築における金属建材の防音・断熱ソリューション」
【病院・福祉施設】
１）キーワード: 「衛生的な建材」「病院用金属素材」「福祉施設向け内装材」「抗菌性建材」
２）コンテンツ例:
「病院建築における衛生管理を支える金属建材の役割」
「福祉施設の清潔さを保つための金属建材の選定基準」
「高齢者施設の安全性を高めるための建材選び」
【体育館・スポーツ施設】
１）キーワード: 「耐衝撃建材」「スポーツ施設用金属素材」「耐久性フロア材」「防錆性建材」
２）コンテンツ例:
「スポーツ施設の耐久性を支える金属建材の選定とメンテナンス」
「体育館の多機能性を実現する建材の革新的使用法」
「アスリートと観客のための安全なスポーツ施設設計」
【学校・文教施設】
１）キーワード: 「安全な建材」「教育施設用金属素材」「耐火性建材」「環境配慮型建材」
２）コンテンツ例:
「教育環境を向上させる金属建材の環境適応設計」
「学校施設の安全基準を満たす建材選びのポイント」
「文教施設のための長期的視点に立った建材選定ガイド」
【工場・倉庫】
１）キーワード: 「工業用金属建材」「耐荷重性建材」「倉庫の屋根材」「経済的な建材」
２）コンテンツ例:
「工場の生産効率を向上させる建材の選び方」
「倉庫の耐荷重と経済性を両立する金属建材の活用」
「工業用建材の耐久性とメンテナンス性のバランス」
【オフィス・商業施設】
１）キーワード: 「モダンな建材」「オフィス用金属素材」「商業施設のファサード材」「耐久性のある内装材」
２）コンテンツ例:
「オフィスビルのブランドイメージを高めるファサード材の選定」
「商業施設の顧客体験を向上させる内装材の選び方」



「持続可能なオフィス環境のための金属建材の利用戦略」
【公共施設・避難所】
１）キーワード: 「耐災害建材」「公共施設用金属素材」「避難所の建築材」「長寿命建材」
２）コンテンツ例:
「公共施設の安全性と耐久性を確保する建材の選び方」
「災害時の安全を確保する避難所建築のための建材ガイド」
「コミュニティの中心となる公共施設のための建材選定と設計」

以上、設計事務所マーケティング施策の考え方やコンテンツ、基本的なプロモーション手法の一端をご紹介させていただきました。

私たちは、BtoB業界に特化したマーケティング支援をしてまいりましたが、設計ルートに詳しいプランナー・ライターと共に改めて、建築業界をはじめ、
設計者への認知理解、お問合せを促進する施策やコンテンツの積極的なご提案を考えております。
以下は、建築設計者向けサイトやコンテンツ、メルマガ活用の事例ご紹介です。

「設計事務所取材記事」紹介（メルマガに掲載）ページ

https://extime.jp/members/

「建築設計事例、入賞作品」紹介ページ
https://uchi-soto-style.com/exterior/example

「建築関係者向けランディング」ページ
https://www.zeonkasei.co.jp/jushisiding/lp/builder

2024.09.30
キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？顧客事例コンテンツ①【ネクストライク200号】
 キラーコンテンツ「顧客事例」コンテンツとは？ 事業拡大の成功には、市場・業界や必要なマーケティングの知見とそれを具現化でき
るコンテンツ企画制作力が重要です。  そのコンテンツの中でも、顧客事例、例えば、販売店の販売事例やお客さま採用事例は顧客自身の
「自分化できる」事例ですので、...

https://extime.jp/members/
https://uchi-soto-style.com/exterior/example
https://www.zeonkasei.co.jp/jushisiding/lp/builder
https://jmnexst.co.jp/20240930/7552


2024.10.06
「顧客事例」は事業拡大の武器となる。顧客事例コンテンツ②【ネクストライク201号】
ドラッカーが言うマーケティングの原点「顧客事例」は事業拡大の武器となる。  １．ドラッカーが考える、マーケティングが目指すもの
ドラッカーは言います。  「マーケティングが目指すものは、顧客を理解し、製品とサービスを顧客に合わせ、自ずから売れるようにする
ことである」と。 自社の...

2024.10.19
作成するメリットと企画の考え方　顧客事例コンテンツ③【ネクストライク202号】
 「顧客事例」コンテンツを作成するメリットと企画の考え方 １．事例コンテンツ作成するメリットとは？ 「顧客事例」コンテンツは、
なぜ、顧客の購買に好影響を与えるのでしょうか。  企業さまの多くで「顧客事例」の少ないことが原因で、Webサイトの集客やお問合
せに結び付いていない現状を...

2024.10.26
企画目的と取材方法、制作上の留意点　顧客事例コンテンツ④【ネクストライク203号】
「顧客事例」コンテンツ④として、「顧客事例」企画目的の明確化から取材先の決定、打ち合わせ、取材など、実務的な制作工程別の内容
と制作にあたっての留意点について考えてみました。 １．「顧客事例」の企画目的の明確化 商品力や提案力、アフターサポート力が不
充分だと、お客さまの満足度も高...

2024.11.10
「顧客事例」活用目的別の制作手法と配信方法、効果を出すヒント。顧客事例コンテンツ⑤【ネクストライク204号】
前号の「顧客事例」コンテンツの企画や作成の方法のご紹介に続き、顧客事例コンテンツ⑤として、「顧客事例」活用の目的別の制作手法
と配信方法、効果を出すためのヒントについて考えてみました。 １．「顧客事例」の種類 商品・サービスの購買に好影響をもたらすこ
とから、企業の多くが「顧客事例...

https://jmnexst.co.jp/20241006/7597
https://jmnexst.co.jp/20241019/7604
https://jmnexst.co.jp/20241026/7611
https://jmnexst.co.jp/20241110/7647


「顧客事例」活用目的別の制作手法と配信方法、効果を出すヒン
ト。顧客事例コンテンツ⑤【ネクストライク204号】
前号の「顧客事例」コンテンツの企画や作成の方法のご紹介に続き、顧客事例コンテンツ⑤として、「顧客事例」活用の目的別の制作手法と配信方法、効果
を出すためのヒントについて考えてみました。

１．「顧客事例」の種類

商品・サービスの購買に好影響をもたらすことから、企業の多くが「顧客事例」コンテンツの作成に取り組みたいと考えているのではないでしょうか。

しかし、事例といえばインタビュー記事であるというイメージから、以下の点がハードルになってしまうようです。
・顧客にとってメリットがないのに、わざわざインタビューさせてもらえるか不安
・インタビューでこちらの意図どおりに話をしてもらえるのか心配になる
・社内にインタビューできる人材、記事を書ける人材がいない

また、「顧客事例」は、具体的な数字的な具体的効果を盛り込むので、商品・サービスの導入効果に説得力をもたせることができますが、一方で、顧客に具
体的な数字の開示を断られる場合がある、成果が出るまではコンテンツが作成できないといった問題もあります。

しかし、「顧客事例」コンテンツは、必ずしも導入効果を語るものばかりではありません。
上記のような場合、公開の企画や内容を修正して、記事を掲載する方法があります。

例えば、
・社名の公開がNG　→「〇〇業界 A社の声」など、匿名で実績を伝える
・成果が出ていない　→採用や導入理由の部分を深掘った事例として取材を依頼する
・取材そのものがNG　→企業ロゴだけでも頂き、導入実績のある会社としてサイトに掲載する

 BtoBマーケティングや営業活動において、「顧客事例」はとても効果的なコンテンツであり、さまざまな取材・記事タイプがあります。
次に、代表的な「顧客事例」の活用目的で分類した３種類（切り口）の制作パターンをご紹介します。

１）「顧客事例」活用の目的で分類したパターン

 ①【課題解決】パターン
採用したことで、解決したい問題、悩みや課題を解消した事例を紹介します。
起承転結の流れを踏まえながら、サービスを導入したことで生じた変化を具体的な指標を用いることで、説得性を高めます。

②【同業他社と比較】パターン

https://jmnexst.co.jp/20241110/7647
https://jmnexst.co.jp/20241110/7647


同業他社の商品と比較して成果が表れた事例を紹介するパターンです。「なぜこの商品・サービスが良いのか」「後悔しない選び方なのか」という現実的な
疑問や不安の解消となり、決定権者への稟議書で必須の材料になります。
たとえば、事業責任者の問題意識や課題、期待するゴール、比較対象や評価の基準、社内合意のプロセスと様々な意見、導入の成果、今後の展開などを訴求
します。

③【理想的な活用事例】パターン
自社の想定するターゲットであり、業種・規模、課題などで理想的なユーザー顧客の紹介は、有効な事例です。
既存顧客の中から、ターゲットと同様な企業、モデルケースとなる企業の活用事例を掲載することで自分たちに合った商品・サービスであることを最大限に
伝えられます。

④【ユーザーのリアルな活用方法紹介】パターン
検討中のユーザーにとっては、既に導入した企業の活用・取り組み状況を紹介すれば、サービス導入時の状況を比較的簡単に想像することができます。
例えば、導入したキッカケや社内検討の経緯、選定の基準、決定となった決め手、導入後の活用の声や実態、採用後に社内活動で工夫した内容などを対談形
式で構成します。

⑤【先進の他業界に学ぶ】パターン
業種や業界によっては、当該商品の導入実績が少ない分野があります。そういった導入が遅い市場を攻略するには、少ない事例の中からでも、できるだけ、
似かよった業種・業界、課題などの事例を探してみます。
業種や業界が異なっても、抱えている問題点や課題は同じことが多く、その場合は、たとえ、他業界の先進企業の事例であっても、興味関心を得られます。
もし、有名企業や独自のビジネスモデル企業の場合は、一層、そのことが言えます。

⑥【活用イメージ】パターン
新商品の導入期の場合は、そもそも導入事例がありません。しかし、もし、欲しい事例が公開されていない場合でも、「活用イメージ」なら活用できます。
企業側で想定する「活用イメージ」、例えば、「こんな課題があった時には、こんな用途があります。こんな問題・課題を解決します」といった、課題ごと
や困ったシーン、新用途の提案を行います。
「活用イメージ」提案を行うことによって、新市場に対する、いわゆる、新用途開発の機会にもなります。

２）顧客事例の「成果の程度」で分類したパターン

 【成功事例】成果を具体的な数値で表現できる場合
導入後の具体的な取り組み数値成果について企業自らが語り、最後に、顧客のコメントを紹介することでお墨付きをもらい、信頼性を担保する最強事例とい
えます。

【活用事例】成果を数値として表現できない場合
成果を数値で表現できるほどではない、成功はまだしていないが、顧客の事例にはなる、具体的な活用や利用状況、いわば、いち早く採用した先行「顧客事
例」です。
“活用事例“のため、定量的な成果は記載しないものの、顧客の言葉で語ることができるので信頼性の獲得には大きく貢献します。

【導入事例】導入時の動機や課題、経緯を紹介する場合



導入事例は、商品・サービスの導入について、導入した背景・動機や課題、なぜそのサービスに決めたのか、社内検討の経緯などを紹介するものです。
導入経緯にフォーカスするため、商品・サービスの活用が進んでいなくてもコンテンツにできるというメリットがあります。プレスリリースでもよく使われ
ます。
成功事例や活用事例に比べると、導入時点という早いタイミングで作成でき、業界別や企業別、課題別などでまとめられるというメリットがあります。

【顧客名を入れない利用状況】
顧客の名称を出さず、業者や業界、企業規模・地域、課題などだけを明記して商品・サービスの利用状況を説明するパターン。
顧客と調整することなく、サービスの内容を説明でき、作成の負担を小さくできます。
ただし社名を出さないとはいえ、顧客には事例コンテンツを作成する旨を伝えておきます。

【匿名での事例紹介】
匿名で顧客の声を紹介する形式です。サービスの理解を促すのは難しいですが、生の声としてリアルな雰囲気を伝えられます。匿名で公開する場合でも、参
考情報として業種業態、企業規模、地域といった情報を記載するようにします。

【企業ロゴのみの紹介】
商品・サービスの導入者のロゴだけをWebサイトに掲載する形式です。読み手側は深い理解と共感を得られませんが、提供側にとっては、コンテンツ作成
に関して負担がかからないことがメリットです。

３）「人物」に焦点を当てた商品まわり事例パターン

商品まわりコンテンツなら、「人物」に焦点を当てて取材することで、心を打つ、他にはない唯一無二の事例にすることができます。たとえば・・・

①「自社商品の選ばれる理由」記事
商品の機能紹介をしているだけのメーカーの一方的な商品カタログ型ではなく(販売店に)選ばれた理由を詳しく記事にする
②「企業や事業部、マーケティング部門としての商品情報発信」記事
なぜその商品は生まれたのか。商品を発売する(した)理由や、なぜその商品を提供しているのかという市場や業界に対する意義などを記事化する。その製
品が持っている「WHY（なぜ）」の説明。

③「企画開発部門の担当者としての商品情報」発信記事
世の中に、同じ人はいません。なので、商品の提案や開発している、人も重要なコンテンツ要素になります。人に焦点を当てて商品提案の様子（提案や工夫
など）や企画調査そして開発の苦労話しを語ってもらいます。

④「販売事例」記事
販売店が商品を実際に販売した経緯や販売した結果などの事例を、インタビューし、社名と説明で紹介。

⑤商品の「活用シーン事例」記事
商品がどのような用途で使えるのかの具体的な活用シーン事例。

⑥うまく活用している会社へのインタビュー記事
上手くいっている販売店に、取材インタビューを行い、その様子を記事にしたり、動画にしたりなど。長編の場合はメルマガで分割紹介、ブログ記事にもす



る。

⑦よくある質問
一般ユーザや販売店からよく聞かれる質問をリストアップし、その回答をサイトに載せる。

２．顧客事例の配信手法

「顧客事例」は、企業のホームページや商品ページ、顧客事例ページのほか、プレスリリース、ニュースペーパー、商品/ブログ記事、ホワイトペーパー、
顧客事例動画、ウェビナー素材、メールマガジン・MA、などのデジタル施策、定期情報誌、顧客事例冊子、提案パンフレットなどの関連するSPツール、
研修会・相談会・勉強会などのSP施策にも配信して展開します。

「顧客事例」の配信展開手法を整理してみました。
１）企業ホームページや商品紹介、事例紹介ページ
２）プレスリリースとして配信する
３）Webのブログ記事・PDF（チラシ/新聞タイプ）
４）Web広告やLP（ランディングページ）に差し込む
５）記事メディア（Webや業界誌など）に掲載する
６）事例で協調したい部分を切り取ってSNSでシェアする
７）ウェビナーやホワイトペーパー、動画コンテンツへ展開する
８）メルマガ・MAのコンテンツとして紹介する
９）展示会やセミナー、相談会、研修、勉強会
１０）ターゲット向けのキャンペーン（BtoB、BtoBtoC）
１１）ターゲット向け各種コンテスト（販売や提案、事例収集など）
１２）営業提案ツール（QRコード添付も）として活用する
１３）パブリシティ資料として、関連するメディア（有料・無料）に掲載依頼する
１４）インサイドセールスツールとして活用する
１５）採用や研修など、社内の説明資料として活用する

３．「顧客事例」の効果を出すヒント

効果測定の中で、まず、リード獲得が重要です。その時、Webで「顧客事例」のDL施策を行っている企業は多いかと思いますが、DLフォームの項目数
に注意が必要です。

情報収集フェーズの段階で、企業名や住所、部署課名、役職など複数の項目がある場合はフォーム入力時点での離脱が予想されるため、ダウンロードでの
フォーム項目は、例えば、氏名、電話番号、メールアドレスなど、最低限必要な項目だけにします。
（会社名や部署名、課題などの詳細は、DL後のメールや電話などでの追客活動の中で聞くことができます）

別途、顧客事例DLいただいた方だけに、製品別・業種別の関連情報やお役立ちコンテンツ、他のe-bookのご紹介、セミナーのご案内などのメール送
信することも考えます。



より、効果を出すためのご参考）
１．事例コンテンツ数とCVRの関係について（注）
１）事例コンテンツを追加することで得られるCVRの改善効果は、事例コンテンツ数30件までは大きく、事例コンテンツ数30件以降は小さくなる
２）事例コンテンツが12件を超えると一般に「事例ページ経由CVR」の方が、「事例ページ非経由CVR」に対して高くなる
２．各種UI/UXとCVRの関係について（注）
１）事例詳細ページに資料請求導線を設置することでCVRは高くなる
２）事例トップページにおいて、ファーストビューで目立つ導入実績のアピールはした方がCVRは高くなる
３）事例トップページにおいて業界・ニーズ別事例検索機能を設置することでCVRは高くなる
３．事例コンテンツ数30件以上のサイトにおけるUI/UXの最適化とCVR改善効果の関係について（注）
事例コンテンツ数30件以上のサイトにおいてUI/UX最適化のCVR改善への効果は大きい

（注）WACULの調査より
https://wacul.co.jp/lab/posts/examination-btob-site

 

 

企画目的と取材方法、制作上の留意点　顧客事例コンテンツ④
【ネクストライク203号】
「顧客事例」コンテンツ④として、「顧客事例」企画目的の明確化から取材先の決定、打ち合わせ、取材など、実務的な制作工程別の内容
と制作にあたっての留意点について考えてみました。

１．「顧客事例」の企画目的の明確化

商品力や提案力、アフターサポート力が不充分だと、お客さまの満足度も高まりませんので、「顧客事例」を依頼することが難しくなります。

営業の問題や限界はあるかもしれませんが、「顧客事例」コンテンツは最大の他社差別化ツールであるとの認識を持ち、社内の組織力の向
上や次のニーズ開発という先行投資という意味合いでも、マーケティング本部と現場営業の両方が会社や事業部全体としての「顧客事例」の大切さを共有し、真剣
に取り組むべきと考えます。

「顧客事例」の企画について最初に検討することは、活用目的を明確にすることです。どういった「顧客事例」をつくるべきか、どういった解決策や利用シーンにフォーカ
スを当てるべきかを検討することから考えます。

https://wacul.co.jp/lab/posts/examination-btob-site
https://jmnexst.co.jp/20241026/7611
https://jmnexst.co.jp/20241026/7611


【主な目的の例】
１）新商品や強化商品の提案力強化
２）デジタル施策のためのコンテンツ強化
３）商品の評価や商品開発・企画のための市場調査
４）新しい市場への参入
５）企業イメージ（ブランディング）の向上

営業目的としては、ターゲットの共感を得ることが必須になりますので、できるだけ細分化された「顧客事例」が整理された状況が理想。
たとえば、業種別、採用商品別、課題別、規模別、エリア別などにセグメントするなどの整理分類し、提案活動に生かすことが重要になり
ます。

また、紙媒体からデジタル化の流れによって、「顧客事例」コンテンツは、WebやWeb広告、LPなどの施策やメルマガ、ブログ記事、
PDF、ホワイトペーパー、動画などのコンテンツに、2次利用、3次利用と活用の幅が広がっており、デジタル展開を強化する重要なツー
ルとなっています。

２．事例の中から取材候補先をピックアップする

企画目的が決まったら、実際にインタビューを行う企業を選定します。「顧客事例」の質は企業選定によって決まるので重要です。

企業選定は、大きく、顧客事例によって狙いたいターゲットはどこか、それは、どんな業種・業界、属性なのか、自社の強みが表現できる
かなどで決めます。

事例候補先を探すとき、営業担当からの既納入先の紹介が一番多いのですが、その時、重要になるポイントは、あらかじめ、受注前から準
備をしておくことです。営業担当者が受注前の時点で「事例取材にご協力をいただけるか」を顧客に確認するルールを作っておきましょう。

ほかに、企業や本部事業部内で会員組織化できている販売店があれば、メーカーのHP(ホームページ）で公開している会員店のほとんど
は自店の会員HPでも「お客様採用事例」を公開していますので、そこから、本部事業部としての好ましい「採用事例」を掲載している該
当店にリサーチ・交渉し、事例として取材することも検討します。
また、組織本部としての定期的な施策として、例えば、区切りのいい事例達成数ごとに事例候補先を探し、掲載依頼もしやすい環境を作ることもできます。

（弊社では、１万件の顧客事例の中からニーズや商品アイテムごとに整理し、それを企画取材して営業提案ツールを作成したこともあります）

さらに、作品コンテストを実施している中から取材許諾をいただくことや販売コンテストを実施しているなら、販売（採用）事例の提出を
評価に加え取材を行う、そのほか、手間と費用が掛かりますが、新商品発売時のモニターキャンペーン募集などから集めた顧客の中から、
インタビューにご協力いただける方を開発することも考えます。

仮に、「まだ顧客事例がほとんどない」「事例展開の施策を始めたばかり」という顧客事例が少ない企業さまの場合でも、たとえ数が少なくても、
採用企業の中で活用度・満足度が高い企業があれば、顧客事例の展開を始めることをお勧めいたします。

そして、将来的には、信頼の獲得を主目的とする場合は上場企業・ターゲットとなる業界で有名な企業など、成功イメージの想起を主目的



とする場合はターゲットに近い業界/業種/規模感（社員数）/課題感を持つ企業や導入企業の中で成果を出している企業などに絞って、
それぞれ選ぶことで成果を出します。

他社に先んじて導入を進めた顧客が「導入事例」に登場することで、自社商品のイメージ向上にもつながるため、その業界内の先駆的ポジ
ションを改めて印象付けられるような内容になれば理想です。
事例の数が増えてきたら、徐々に、新規で狙いたい業種や業界、規模など、事例の目的を明確にした企業選定をしていきます。

一方、この「顧客事例」の取材は、導入済みのお客様に改めて取材のアプローチし、「売りっぱなし」状態を回避し、顧客満足度を再確認
するアフターフォローの機会にもなります。
また、導入事例は「鮮度」も重要で、内容が古くなりすぎないように一定期間を置いて再取材し、アップデートしていくことも有効です。

よく営業提案したいが、それに使える事例がないとのお話があります。それは、その企業の組織力の問題であると考えます。売上を上げる
ためには、例えば、マーケティング分であり、事業部であり、営業部であり、当該組織の責任者は事例を集めなければなりませんし、その
役割があります。

また、事例を集める苦肉の策として、社内や関係会社に事例をお願いすることもあるようですが、これは、事例を集めることが目的となっ
てしまっている点で問題です。営業や提案力に何か問題があって、お客さまの承諾が事例協力を得られない点もあるかもしれませんが、しっ
かりとした提案とサポートさえすれば、事例の承認をいただくことはできるのではないでしょうか。

最後に、営業マンに徹底できない原因のひとつに「どういった事例を集めればいいか」、営業マン自身が分からないケースもあるかもしれ
ません。「顧客事例お願いシート」とともに、優先する業種や課題・解決例やヒント、記事化サンプルなど、より具体的に営業に伝えるこ
とが必要です。

３．事前の社内打ち合わせ

製品・サービス導入のビフォー＆アフターに取材対象企業を選定したら、次に、顧客事例依頼の趣旨説明や目的、既存の顧客事例のサンプ
ルでアウトプットイメージを提示しながら、インタビュー骨子（抱えている課題、導入検討の経緯、選定ポイント、利用用途、効果、自社
への評価、期待すること）、取材方法（日時や場所、取材対象、公開メディア、掲載の実績、必要な撮影許可、事例内写真の許諾など）な
どを顧客担当営業者と事前に、質問内容を共有します。

また、顧客事例制作の目的とともに「なぜ（他でもなく）当該企業にインタビューがしたいのか」という点を伝えることも重要です。顧客
担当者への説明後に、本取材を行います。

４．取材（ヒヤリング）シートの提示

取材対象企業の属性（業種や規模、事業概要、取扱商品、地域、課題など）や取材担当者の属性（部門の役割や業務内容、ゴールなど）を把握したうえで、ヒヤリングシートを作

成します。

取材対象や内容によって異なりますが、一般的に、取材（ヒヤリング）項目は以下になります。
１．導入検討の背景
１）導入した背景



２）抱えていた課題（複数）とその悪影響
３）課題となった時期
２．課題解決のための社内検討の経緯
１）課題解決のための情報収集の内容
２）特に、参考になった情報は？
３．採用の経緯
１）商品を知ったきかっけ
２）課題解決するための要件とは？
３）ほかに比較検討した商品は？
４）選定のポイントと採用になった決め手
４．採用後の効果や結果
１）現在の活用の程度や内容
２）採用後の効果（具体的な状況や数値、想定以外の波及など）
３）社内の声、評価
４）具体的なエピソードを紹介する
５．同様な課題を持つ企業担当者の方へのメッセージ
６．今後の展開予定、もしくは、少ない場合は、活用イメージや使用シーン、提案モデルなどでも考えます。

５．取材担当者の決定

取材は、ヒヤリングと記事作成の経験のある専門の取材ライターが担当します。業界や商品の知見があることが前提で選定します。

６．取材・撮影

ヒヤリングシート（取材）項目に沿って質問します。
顧客の「生の声」は貴重です。淡々とした事実のみではなく、顧客が商品・サービスを使ったことで得られた「気づき」「感動」「学び」
「感謝」なども記事に盛り込むことで、共感しやすく、読みやすい記事になります。時に、ネガティブな情報も伝えることも考えます。
取材現場での撮影（右前、正面、左前、真横など）の他に、顧客の都合を優先したうえで、現場に出向いて実際の商品利用シーンを取材撮
影することも検討します。（企業ロゴ、必要な写真の提供、撮影も依頼します）

７．事例制作にあたっての留意点

１）構成レイアウトの例（A４，４pの場合）

表１・・・・タイトルとキャッチ、顧客属性（業種業界、規模、担当部署、体制など）、採用商品と導入効果のポイント
表２・３・・課題と解決方法（B/A）、選定のポイント、担当者インタビュー
表４・・・・具体的な活用内容

参考）構成の例



１．企業の属性（業種や規模、地域、課題など）
２．抱えていた課題
３．課題となった背景
４．課題解決のための社内検討の経緯
５．採用に関与した部署や担当者に意見や評価の声
６．選定ポイントと採用になった決め手
７．採用後の効果や結果
８．今後の活用展開予定（発展イメージや使用想定場面、運用方法などでも考えます）

２）タイトル作成について

タイトルには、具体的な数字を盛り込み、見出しで要約をしてわかりやすさを加えます。
・検討初期の層を狙うなら、導入の理由、課題や解決の経緯部分を強調する
・検討後期の層を狙うなら、成功イメージを訴求するため、成果の部分を強調する

３）導入事例の写真画像（メインカット）は、以下の３つのパターンがあります。

導入事例は興味関心を与える必要があります。特に、1ページ目では活用シーンの写真やお客様の業種がひと目でわかる、できるだけ映え
る写真を使います。

（写真画像について）
〇お客様の事業内容を象徴する画像
事業を象徴する画像は、お客様が会社案内や採用情報、広告宣伝で利用されている画像をお借りすることで了解を得やすくなります。その
ほか、PIXTAなどのストックフォトを利用することもあります。
〇製品やサービスの特性やお客様の事業の特性から、活用シーンや事業を象徴する画像
〇集合写真画像

導入事例の多くが、会社ロゴの前や受付の前で並んでいる画一的な構図の写真が多いと思います。そこで、集合写真を撮る場合でも、お客
様が談笑している写真を少し遠目から撮影する。または、楽しさを演出するために、上から撮影するといったパターンを活用することで集
合写真にメリハリをつけます。

４）取材コンテンツのマルチ活用

「顧客事例」は、企業のコーポレートサイトのほか、商品サイト、導入事例ページ、集客サイト（オウンドメディア）、販売支援サイト、
ホワイトペーパー、動画、ウェビナー、タイアップ広告でのインタビューコンテンツの配信などのデジタルコンテンツの他、広告や導入事
例カタログ・パンフレット（PDFや紙）やさまざまな販促ツール、営業活動資料などのセールスプロモーションなど、マルチに展開する
ことを検討します。

「顧客事例」は企業や商品の強みや他社差別化要素を凝縮し、現実的な説得力を持ち、顧客ニーズ（ファネル）のどの段階のターゲット、
役職にかかわらず誰にも刺さるキラーコンテンツです。最大限、有効に活用しましょう。



５）顧客事例を増やす「非接触」型取材方式

「顧客事例」は重要と思うものの、手間と費用を考えるとなかなか進まないのが実際ではないでしょうか。

そこで、「非接触」型取材方式。
わざわざ、アポイントして訪問するのではなく、あらかじめ、インタビュー項目をお送りし、その後ZOOMや電話、メールのやり取りで
取材原稿を完成させます。

取材先との事前調整（本社やエリア担当との打ち合わせの段取りや日程調整）のほか、スタッフの交通費や宿泊費等に関わる費用の社内申
請など、今まで当然のように手間をかけていたことも不要になります。何より、取材にまつわる手間をかけることの煩わしさや時間の拘束
から解放できることにより、その空いた時間をより有意義な仕事に投資できます。
もし、「お客さま事例」を定期的に継続して増やすとしたなら、これは大きなメリットと言えるのではないでしょうか？
具体的な段取りや費用などは、案件ごとの内容によってご相談できます。

従来の「訪問」取材型の割合は少なくなり、ZOOMやメール、電話で、取材の依頼からヒヤリングまでを行う非接触型の「お客さま事例」
の増やし方のご相談をお受けしております。「顧客事例」の企画の始め方、作り方、増やし方、コンテンツ活用の仕方・幅広い展開などで、
もし、ご興味ありましたらご相談を受け付けております。

 

作成するメリットと企画の考え方　顧客事例コンテンツ③【ネク
ストライク202号】
 「顧客事例」コンテンツを作成するメリットと企画の考え方

１．事例コンテンツ作成するメリットとは？

「顧客事例」コンテンツは、なぜ、顧客の購買に好影響を与えるのでしょうか。
企業さまの多くで「顧客事例」の少ないことが原因で、Webサイトの集客やお問合せに結び付いていない現状を考えてみて、改めて、「顧客事例」を作成
することで得られる４つのメリットについて考えてみたいと思います。

１）企業や商品・サービスへの信頼性を獲得できる

直接の利害関係がない第三者の声、ユーザーの生の声で構成される「顧客事例」コンテンツは、見込度に関わらず、誰しもが受け入れやすい心理がはたらき、
企業や商品・サービスへの信頼性の獲得に寄与します。

https://jmnexst.co.jp/20241019/7604
https://jmnexst.co.jp/20241019/7604


見込み客は、例えば、もし有名企業が使っていれば信頼感を、自社と同じ業界や規模、抱えている課題だと安心感を、知っている企業が使っているとわかれ
ば親近感も持ちます。また、自社と同じ業界の企業であれば、自社の業界に関する知識も持っている、という期待も膨らみます。

２）商品・サービスの理解、比較検討、購入への後押しになる

「顧客事例」を知ることによって、見込み客は商品・サービスの導入が自社の課題を解決できる見込みがあるのか、どのような成果につながるのかなどを判
断する機会になります。

その点で、「顧客事例」コンテンツは、自社に代わって、購入者の視点で商品・サービスの特長や効果を説明してくれ、商品・サービスのより深い理解や他
社商品との比較検討、お問合せなどのプロセスを経て、購入への後押しを促進する有効な手段といえます。

最近は、カスタマーサクセスやブランディング、IRなどの一環の面でも、既存顧客に対する商品・サービスの利活用促進を目的として「顧客事例」を発信
する企業も増えてきました。

３）決裁者を説得するときの決定的な材料になる

「顧客事例」コンテンツは、購買担当者が社内の決裁者を説得するときにも役立ちます。
専門的かつ高額で付加価値が高い商品・サービスの場合は、複数部門や担当者が検討・決裁者となり、また、それぞれの興味関心によって商品選びの基準は
多岐にわたります。特に、新しい商品・サービスの導入には、費用対効果に加えて、取引先が適切かどうかを検証することが求められ、購買担当者にとって
は大きな負担になります。

そこで、同じ業界や規模、課題を抱えている企業にアプローチする場合は、「顧客事例」を用意し、導入実績の参考資料として稟議書に添付したり、上司へ
の説得や質問対策として活用することで、購入に至る障害を解決してくれることが期待できます。

サイトエンジン㈱が実施した『購買者から見たWebサイトに関するアンケート調査【2022年12月実施】』によれば、企業Webサイトのページのう
ち、最も購入につながっているのは「顧客導入事例」という結果が出ているようです。
「顧客事例」は、購買に大きな影響をもたらす、決定的なキラーコンテンツといえます。



４）検索エンジンからの流入が増える

BtoB商品・サービスの「顧客事例」コンテンツは、専門的でニッチな内容が多いため、自社技術の強みとターゲットニーズを分析することで、ニッチキー
ワードによる検索流入（商品ページの集客）が期待でき、「検索エンジン対策」、つまりSEO対策が有効となります。

技術優位なBtoB企業さまの場合、SEOの面で、セッション数やPV数といった値の「大きさ」に目を奪われがちですが、たとえ、検索ボリュームが少
なくても、本当に自社のサービスや製品を必要としている、有効なリードにつながる「質」のよいコンテンツを用意してユーザーからのアクセスを増やすこ
とが重要です。
ユーザーも検討を進める段階で、ニッチで専門的な情報を探してアクセスしているはずですので、新たな見込み客となります。

検索エンジンが、その専門性を高く評価するようになれば、検索エンジンからの流入が増え、結果として新規の顧客リード獲得の効率化にもつながります。
そして、有効なリードが定期的・継続的に獲得できれば、他社メディアに依存しているWeb広告や展示会などの費用と時間、手間などをかける施策に比べ
て効率的で、費用対効果の適正化への効果も期待できます。

２．「顧客事例」コンテンツ企画の考え方

「顧客事例」コンテンツの企画に於いて大事なのは、｢どんな効果を狙って事例コンテンツを作るか｣という視点です。
「顧客事例」は、同じ業種、同じ課題を抱える人にアプローチがしやすく、効率的なことが特長ですので、狙ったターゲット（業種、課題）の「顧客事例」
をつくることが重要になります。

同じような業種、悩みを抱えていた企業の導入事例を持っていき、「実際にこうやって使っているんです」と案内することで、「自社も同じことをやりたい」
という気持ちが働き、お客様に課題解決のソリューションをイメージしてもらえ、コンペになりにくく、契約に結び付けることができます。
また、結果、実績を積み重ねることで、当該市場においての導入事例も増やすことができます。



「顧客事例」は、お客様が語ってくれるコンテンツでありながら、対象となる業界の担当者や同様の課題をお持ちの方にとって役に立つ解決策を提示してく
れます。
販売店の販売事例にしても、お客さま採用事例にしても、「自分化できる」事例こそ、どんなお客さまにも必ず喜ばれ、最高のコンテンツとなります。

多くの企業さまで指摘される課題として、コンテンツ（ネタ）がないのでWeb集客ができていない、お問い合わせが少ない、定期的に発信できないのでメ
ルマガの配信ができない、開封率が悪い、などの点で困っているとのお話があります。

どういったコンテンツをつくるべきか悩んだら、読んでいただいた方が「自社も同じようなことをやりたい」と思えるような「顧客事例」を作成し、そして、
できるだけ数多くの市場で量的にも充実することをおすすめいたします。

また、たとえ、もし、同じような業種、悩みを抱えていた企業の導入事例でなくても、電話やメール、商談活動の中で、目の前のお客様の状況やニーズに合
わせて、訴求ポイントを柔軟に変え、情報を加工して届けるなどして、成約に結び付ける努力を行うこともできます。

一般に、コンテンツ制作には費用や作成手間の負担がかかりますが、せっかく苦労して企画制作したコンテンツの幅広い流用は費用対効果が高いといえます。

その点でも、見込み客の心を刺すキラーコンテンツ「顧客事例」は、ぜひ、ホワイトペーパーやブログ記事、動画、ウエビナーなどの幅広いコンテンツにも
展開し、最大限の効果を目指しましょう。

 

「顧客事例」は事業拡大の武器となる。顧客事例コンテンツ②
【ネクストライク201号】
ドラッカーが言うマーケティングの原点「顧客事例」は事業拡大の武器となる。

１．ドラッカーが考える、マーケティングが目指すもの

ドラッカーは言います。
「マーケティングが目指すものは、顧客を理解し、製品とサービスを顧客に合わせ、自ずから売れるようにすることである」と。
自社の製品・サービスを購買されるお客様は、どんな人（会社）なのか、そこにどんなニーズがあるのか、どのようなきっかけや背景で導
入を検討し始め、どんな情報を収集し、だれが、どのように比較検討を行い購買の意思決定をしているのか？
逆に言えば、なぜ、製品・サービスを購買されるのか、その際に、どんな情報を提供したら、”製品・サービスが自ずと売れるように”お
客様に購買していただけるのか？

https://jmnexst.co.jp/20241006/7597
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こういたことを考えずしてマーケティングは成り立ち得ません。

市場投入後から現在に至るまでの常日頃、事前のマーケティング企画で想定していたターゲットや課題、解決するための商品機能、セール
スポイントなどを実際の市場での検証を行うことで、改めて顧客理解を深めることが可能になります。
複雑で変化する顧客ニーズの理解を通じて自社製品とサービスを顧客に合わせ、自ずから売れるように軌道修正する努力が企業の業績を左
右するといえます。

２．顧客理解こそが、マーケティングの原点

ドラッガーは、マーケティング分析は企業の内部からではなく、企業の外側つまり、お客さま・販売側から
商品や技術の満足度を分析すべきと言っています。

マーケティング分析の重要なポイントは次の３つだそうです
①お客さまは誰か？
②お客さまはどこで買うか？（注：BtoBの場合は「接点メディア」と考えられます）
③お客さまは何に価値を求めているのか？

みなさまは　こんなことはいつも考えているかと思いますしそれが仕事の原点でもあるかと思います。でも、実際忙しい中で、果たして考
えられていますでしょうか？また、しっかり社内外にも共有されていますでしょうか？

ドラッカーはこんな”思い込み”がないですか？と７つの質問をしています。

質問１　お客さま・販売側について企業が知っていると考えていることは間違っていることの方が多い
質問２　企業が売っていると考えているものをお客さまが買っていることは稀である
質問３　重要な商品の特色と考えていたのに、時に、お客さまにとってまったく意味のないことがある
質問４　お客さまは合理的だ。不合理と考えるのは危険である
質問５　お客さまは誰かわからないという前提に立つ、お客さまとは支払者ではなく購入決定者のこと
質問６　直接の競争相手とみなしている商品・サービスが本当の競争相手であることは稀である
質問７　お客さま・販売側にとっては商品・企業も重要でない。商品、満足の一部でしかない

実は、上記の質問２の「企業が売っていると考えているものをお客さまが買っていることは稀である」と質問３の「商品のもっとも重要な
特色・質と考えられているものが、時として、お客さまにとってまったく意味のないことがある」の2点は、価値観ギャップ、企業と市場
（お客さま）の価値観の違いであり、新しいビジネスモデルの切り口やイノベーションの機会となります。

市場（お客さま・販売）側の視点で現状のマーケティング施策を真剣に考え取り組む必要性があり、その点では、もっと「顧客事例」を追
求すべきと考えます。

特に、デジタルマーケティングの手法といったことに振り回されてしまい、本質的な顧客理解がおろそかになってしまい、「BtoBマー
ケティングに取り組んでいるが、なかなか思ったように成果がでない」という企業も多いのではないでしょうか。



企業のホームページや商品サイトなどのWebサイトやWeb広告などの施策、メルマガ・MAなどのツール、ブログ記事、ホワイトペー
パー、動画、ウェビナーなどのコンテンツの企画作成などといった個々の施策やツールに着手する前に、いま一度、顧客理解がどの位でき
ているか否かを事業部内で検証し、そのうえで、マーケティング施策・ツールやコンテンツの見直しを行い、同時に、「顧客事例」コンテ
ンツの活用によって事業拡大を図ることをお勧めいたします。

３．顧客事例が解決する、部門間コミュニケーション対立の解消

「顧客事例」が、いわゆる、営業部門とマーケティング部門の対立という課題解消に有効かもしれません。

メルマガやMA（マーケティングオートメーション）、電話やウェビナーなどを活用したインサイドセールスによって、マーケティング部
がリスト化した見込み客を営業に提供しても、後回しにされ、営業アプローチした結果も教えてもらえず、効果測定ができていない、効果
が見えない、成果が出ていないなどの問題点を抱えている企業やご担当者さまが多いのではないでしょうか。

営業の視点では、いかに、ノルマの達成に向けた効率的な営業活動ができるだろうか、どのように提案したら効率的に受注できるだろうか、
という近視眼的なってしまい、マーケティング部から提供された見込客へのフォローを依頼されても、営業にとってはそのお客様の導入検
討の状況や確度が不明確だと、効率的な受注につながるか不安になったり、ノルマを達成できない懸念があるため、どうしても営業活動が
後回しになってしまいます。

営業に後回しにされなく、協力してもらうために、営業部門とマーケティング部門が一緒になり、顧客理解のための、組織横断で取り組め
る方法が必要です。

その一つの方法として考えられ、取り組みやすい対策としては、「顧客事例」コンテンツをつくることです。

「顧客事例」制作のためのインタビューにて、例えば、「そもそもお客様はどういった課題を持っているのか」「自社製品・サービス選定
ポイントや購入の決め手はなんだったのか」といったことを取材するとマーケティング部門だけでなく営業部門にとっても、自分たちでは
わかっていなかった自社製品・サービスの購買者から見た新しい価値や「知らなかった」「意外な意見」、なかには問題点などをお客様が
教えてくれることが数多くあります。

つまり、「顧客事例」の制作を通じて、営業部門とマーケティング部門は共通の顧客理解認識を得ることができ、「こういった情報発信が
必要そうだ」「こういったセミナーを開催すべき」などの実際の市場に対する課題について、営業部門とマーケティング部門、それぞれが
どういった連携をすべきかが見えてくるようになります。

その結果、受注に繋がるリード創出の企画立案ができるようになり、マーケティング部門の見込み客情報が営業部門からも喜ばれ、健全な
組織連携を図っていくことが可能になると考えます。

 

 



事業拡大を図る、 キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？
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事業拡大を図る、
キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？

事業拡大の成功には、市場・業界の知見や、必要なマーケティングの知見とそれを具現化できるコンテンツ企画制作力が重要です。
そのコンテンツ中でも、「顧客事例」は、多くの企業さまのホームページや商品ページを拝見しても、「顧客事例」が豊富で、定期的に公開できているケースは少な

いようです。
「顧客事例」は、ブログ記事やホワイトペーパー、動画、ウエビナー（Webセミナー）などに企画展開することで、より幅広いターゲットの閲覧ニーズのタイプや

購入意向に応じてリードの獲得から成約まで機能することができます。
本日は、【顧客事例コンテンツ】シリーズ①として、

『事業拡大を図る、キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？』について考えます。
詳しくは、こちら　ネクストライク【お役立ち記事】
1.「顧客事例」は、顧客目線最強のキラーコンテンツ

「顧客事例」コンテンツは「顧客事例」の他、「ケーススタディ」「お客さまインタビュー」など、いくつかのタイプがあります。導入した顧客への取材・インタ
ビューに基づくコンテンツであり、特に、カタログ的な紹介記事やサービスの仕様を読んでもわかりにくい商材やサービスについては、第3者の客観的な視点での評

価を知りたくて「顧客事例」コンテンツを検索されることが多いといえます。
「顧客事例」は、お客様が求めていた「価値」と自社だけが提供できる「価値」が一致した顧客目線最強のキラーコンテンツといえます。

2.「顧客事例」は、受注を呼び込むコンテンツ
導入までの意思決定フローが複雑でクチコミが生まれにくいBtoB製品・サービスにとって「顧客事例」は、実際に商品やサービスを利用した顧客の声なので、特

に、理解や比較検討の顧客ニーズの段階で読まれることが多い貴重な情報源です。
特に、選定ポイントや選定理由が重視される「稟議申請」の段階では最も参考にされ、成果を伝え、引き合いや受注を呼び込むコンテンツになります。

3.「顧客事例」作成の優先度を上げ、事業拡大を図る
お客様の課題に応える「顧客事例」制作は手間と時間を使う仕事ですので、実際の現状を見ますと、どの企業さまでも同じように「顧客事例」の強化に取り組んでい

るわけではありません。
逆の意味では、自社商品の訴求強化及び競合他社との差別化徹底の点で、ぜひ、他社に先駆け、または、他社に劣らず、「顧客事例」作成の優先度を上げ、実際のお

客様が課題を解決した実例「顧客事例」コンテンツを強化し、事業拡大を図る貴重なコンテンツマーケティング戦略とすることをお勧めします。
「顧客事例」の関連記事はこちら

ご提案。「お客さま事例」コンテンツを”非接触型”で増やす方法。【ネクストライク184号】

最高のコンテンツ、事例活用の目的と集め方・配信方法とは？【ネクストライク175号】
　今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 
皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除

株式会社日本マーケティングネクスト
本田　真

makoto.honda@nexst.jp

TEL：03-3582-4555　

https://willap.jp/t?r=AAAMoSAGKXtUVLw3ZPJHIVwlX5qR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoSAGKXtUVLw3NNEvKjboz.mR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoSAGKXtUVLw3MPwubSPHKZKR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoSAGKXtUVLw3t48Egb8NCCeR6BC79NR6_g


キラーコンテンツ「顧客事例」の重要性とは？顧客事例コンテン
ツ①【ネクストライク200号】
 キラーコンテンツ「顧客事例」コンテンツとは？

事業拡大の成功には、市場・業界や必要なマーケティングの知見とそれを具現化できるコンテンツ企画制作力が重要です。

そのコンテンツの中でも、顧客事例、例えば、販売店の販売事例やお客さま採用事例は顧客自身の「自分化できる」事例ですので、どんな
対象者にも必ず喜ばれる顧客目線最高のコンテンツといえます。
しかし、多くの企業さまのホームページや商品ページを拝見しても、顧客事例が豊富で、定期的に公開できているケースは少ないようです。

顧客事例は、ブログ記事やホワイトペーパー、動画、ウエビナー（Webセミナー）などに企画展開することで、より幅広いターゲットの閲覧ニーズのタイ
プや購入意向に応じてリードの獲得から成約まで機能することができます。

本記事では、顧客事例の位置づけや活用の目的と集め方、配信方法について、シリーズで考えてみます。第1回は、「顧客事例の位置づけ」について考えま
す。

１．「顧客事例」は、顧客目線最強のキラーコンテンツ

インターネット技術の普及により、製品やサービスを購買する際には、ネット検索やSNSでの情報収集や比較検討が常識になっています。
また、購入ユーザーの声「レビュー」や「クチコミ」は不可欠になっているBtoC市場と同様に、BtoB市場に於いても、企業や団体などの組織の購買
では、顧客導入事例が重視されています。

「顧客事例」コンテンツは「顧客事例」の他、「ケーススタディ」「お客さまインタビュー」など、いくつかのタイプがあります。
購買・導入した顧客への取材・インタビューに基づくコンテンツであり、特に、カタログ的な紹介記事やサービスの仕様を読んでもわかりにくい商材やサー
ビスについては、第3者の客観的な視点での評価を知りたくて「顧客事例」コンテンツを検索されることが多いといえます。

顧客事例では、売り手である企業ではなく、お客様の生の声として紹介され、実際に抱えていた問題点や課題解決への模索、製品やサービスの情報収集、比
較検討や選定時の評価ポイント、購入の決め手などが語られます。そして導入した後に、課題が解決できたのか、誰が、どのように活用されているのか、定
量的、定性的な効果なども含まれます。

「いま抱えている課題と同じだ」「同じ業界だから、うまくいきそうだ」など、顧客事例がそのまま、買い手が自身の立場に置き換えて読み進める過程でそ
んな気づきを与えられたら、顧客との距離は、もう、その時点で縮まっていることになります。その意味では、顧客事例は、お客様が求めていた「価値」と
自社だけが提供できる「価値」が一致した顧客目線最強のキラーコンテンツといえます。

２．「顧客事例」は、受注を呼び込むコンテンツ

一般に、BtoB企業のお客様は、自社の課題を解決するための情報取集は熱心ですが、それ以前である、そもそも課題に気が付かなかったら情報取集を始

https://jmnexst.co.jp/20240930/7552
https://jmnexst.co.jp/20240930/7552


めませんし、また、課題に気がついたとしても、課題解決に必要な情報を提供しなければ、そこでストップ、お客様の検討段階までには至りません。
また、多くのお客様は常日頃から能動的に課題を認識して、その解決に向けた情報収集をしているわけではありませんので、「課題」を認知する「きっかけ」
や「刺激」がないと、課題を認識しません。
逆に言えば、「きっかけ」や「刺激」を起点に、そのテーマやトピックに関する情報をキーワード検索やSNS検索、動画検索させることができれば、課題
を認識させ見込み客化することができます。

Webサイトを訪れるユーザーは、課題だけ抱えていたり、商品サービスに興味を持っていたり、真剣に検討しているユーザーなど幅広い検索意図をもって
います。その中でも、顧客事例ページを訪れるユーザーは、理解や比較検討の段階にあるいわゆる、顕在ユーザーが多いと考えられます。

「顧客事例」コンテンツは利用・活用のイメージを喚起したり、導入について社内での稟議を行う際の参考にしたりという目的でユーザーに閲覧されるコン
テンツです。そのため、資料請求や無料トライアルといった無料CVのCVR（アクション数/総ユーザーの比率）は、顧客事例を見ていないユーザーより
も顧客事例を見たユーザーの方が高いといわれています。
参考）CVユーザーの約４０％は「事例」ページを閲覧している（ミエルカ調査）

顧客事例を上手く使い分ければ、『受注につながるコンテンツ』として長期的に活用できます。実際、他社の製品やサービスも比較検討された結果、自社の
製品やサービスが選ばれ採用された事例を自社の商品・サービスの生のお客様の声として紹介すれば、かなり説得力が出てきます。

特に、導入までの意思決定フローが複雑で口コミが生まれにくいBtoB製品・サービスにとって「顧客事例」は、実際に商品やサービスを利用した顧客の
声なので、特に、理解や比較検討の顧客ニーズの段階で読まれることが多い貴重な情報源です。特に選定ポイントや選定理由が重視される「稟議申請」の段
階では最も参考にされ、成果を伝え、引き合いや受注を呼び込むコンテンツになります。

３．「顧客事例」作成の優先度を上げ、事業拡大を図る

顧客視点が重要だと言われ続けているのに、その顧客視点の代表コンテンツである「顧客事例」の質と量の不足は、HPやWebサイト（商品ページ）、販
売支援サイト、オウンドメディア、メルマガなどに生かし切れていない企業さまは多いように思います。

顧客事例を増やせない原因には、事例を作成する時間がない、取材で何をインタビューしたらいいかわからない、取材専任ライターがいないなどが考えられ
ますが、そもそも、基本的には、事例を集めることができないことにあるのではないでしょうか。

また、取材先の選定や了解、取材記事の作成、公開までの手間、費用などの問題で大事なコンテンツがつくることができずに、また、デジタル施策の中でコ
ンテンツ不足になっているため、ターゲットの興味関心や比較検討に結び付けられず、価格競争に巻き込まれて疲弊している企業さまが多いのが現状なので
はないでしょうか?

特に、購入段階一歩手前の比較検討段階の層にとって、商品・サービスを導入することでどんなメリットがあるのか知りたいもの。そのニーズを満たすため
に、顧客事例をブログ記事の他、ホワイトペーパー、動画、ウエビナーなどの、ターゲットの嗜好によって複数にコンテンツ化することも不可欠です。具体
的な問題点や課題、導入後のイメージを想像できたり、写真や図解を使ってわかりやすい解説もできたりするため、意思決定のための背中を押すコンテンツ
になります。

商品やサービスの選定ポイントや最終的な購入の決め手、その後の導入利用状況が含まれていれば、課題解決のために情報収集しているお客様にとっては価
値になります。同時に、また、営業部門も顧客事例を使って「実際にこうやって使っているんですよ」と製品紹介を行うことで、お客様に課題解決のソリュー



ションをイメージしてもらいやすく、契約にも繋がりやすいと言え、顧客事例が、営業マンの代わりになって、製品やサービスの強みやバリューポジション
を説明してくれることにもなります。

お客様の課題に応える顧客事例制作は手間と時間を使う仕事ですので、実際の現状を見ます、どの企業さまでも同じように顧客事例の強化に取り組んでいる
わけではありません。逆の意味では、自社商品の訴求強化及び競合他社との差別化徹底の点で、ぜひ、他社に先駆け、または、他社に劣らず、顧客事例作成
の優先度を上げ、実際のお客様が課題を解決した実例「顧客事例」コンテンツを強化し、事業拡大を図るコンテンツマーケティング戦略とすることをお勧め
します。

顧客事例は、コンテンツ自体が顧客視点のため、読み手の企業にとっての「自社と同じような会社が、自社と同じような課題を解決した」事例です。同じ業
種、同じ課題を抱える人にアプローチがしやすいですから、同業他社の課題解決の導入事例を通じて、「自社も同じことをやりたい」という問い合わせが着
実に増えていきます。

そして、ある程度の顧客事例が蓄積されると、業種・業界別、採用商品・ソリューション別、課題別、規模別、エリア別などに整理分類することもでき、さ
らに、告知や提案などでのデジタルや営業の現場で活用の機会が増えることにつながります。営業戦略的には、どういった企業にアプローチしたいのか、そ
のためにはどういった事例をつくるべきか、さらに、どういったセグメント市場で事業拡大を図るのか、そのためには、営業活動のサポートとなる体系的な
デジタル施策とコンテンツ企画などを計画的に進めることが重要になります。

「事業拡大」に結びつける ３つのご提案活動を実践
 

https://jmnexst.co.jp/20240918/7577


「事業拡大」に結びつける
３つのご提案活動を実践

本日は、メルマガの久しぶりのお送りとなりましたが、ご参考いただければ幸いに思います。
また、これからも、みなさまにお役立ちとなるメルマガをお送りできるように努めてまいります。

弊社は、過去、デジタル施策、例えば、企業サイトや商品サイト、集客サイト、採用サイトなどのWeb構築と運用、そして、メルマガ・MAなどの立ち上げと運営などをご支援させていただきました。
しかし、いまや、どの企業さまも、デジタル施策・デジタルツールを同じように強化されているため、デジタル施策自体の優越だけで差別化することが難しくなってきております。

その中にあって、デジタル施策に強いマーケティング専門家として、これからの一層厳しい、事業競争環境の激化とコンテンツ乱立時代に備え、「事業拡大」と「コンテンツ」、成果に結びつける「併走サポート」
の３つのご提案活動を実践しております。

１．事業部「事業拡大」提案活動
競争激化、差別化の徹底、費用対効果の追求などにより、いま、すべての企業は、事業部計画の見直しや独自のマーケティング活動が求められています。

デジタル施策を実施しても、事業拡大という成果になっていない原因として気になることの一つとしては、手段であるはずのデジタル施策自体が目的となって、肝心かなめの事業拡大に結び付いていないと思われる
点です。

例えば、支援サポート会社の側面から見て、デジタルマーケティング会社の多くは、広告メインであったり、メディア構築だけ、リード獲得・見込み化だけ、コンテンツ制作だけなど、専門特化している反面、得意
とするデジタル施策が限定してしまい、事業拡大のさまざまな課題解決に対応できていないのではないかと考えます。

また、マーケティングコンテンツ会社と標榜しているのに、事業全体を理解し、課題を発見し、解決へのシナリオを考える実績と経験に基づくサポート力に疑問と不安を感じることもあります。
我が事業部門の強みは何か、重点ターゲットは短期と長期でどこに置くか、商品差別化はどう徹底するか、競合対策はどうするか、流通販売施策はどうするか、ユーザー施策（潜在層の獲得や見込み客づくり）は？

複数のデジタル施策の優先順位は？そして、何より、事業全体の拡販ストーリーをどう描くかなど、これからの競争激化する市場に対する、事業部独自のマーケティング施策力が重要です。
一層、専門家の知見が求められています。

ネクストは、３０年に及ぶ事業部に於けるマーケティング施策の知見を活かし、デジタル施策の構築と分析、対策および、コンテンツ企画制作や運営を代行・併走することで、事業部門に於ける事業拡大のご提案と
ご支援をしています。

「事業拡大に資するご提言」項目
２．事業部「コンテンツ」提案活動

事業拡大の成功は、事業と市場についてのノウハウや経験といった
事業拡大に必須な知見とそれを具現化できるコンテンツ企画力が重要です。

弊社は、顕在化しているコンテンツ不足や質の充実などの課題に対応することが急務であり、不可欠であると考え、ネクストの使命である「事業の拡大」という目的に対して、ブログ記事や顧客事例、動画、ホワイ
トペーパー、ウェビナー（Webセミナー）などのコンテンツの積極的な企画提案を行っております。

弊社が今後、積極提案いたしますコンテンツ体系として、事業拡大に資するマーケティング全体を網羅した、見込みランク別（リード獲得、リード育成、成約までの顧客ファネル）のデジタル系とＳＰ系コンテンツ
を丸ごと整理体系づけた一覧表公開のご案内が以下になります。

コンテンツ不足や質の見直しご検討の際は、ぜひ、ご参考いただければ幸いです。詳しくは、以下のページをご参照ください。
「事業拡大に資するマーケティング提言/コンテンツの体系」
3.成果に結びつける事業部「併走サポート」提案活動

事業の拡大は、普遍的な企業の使命。
「併走サポート型」とは、業界・商品とBtoBマーケティングの知見という強みを生かし、Web構築後も継続的なコンテンツ企画制作やデジタル施策全体の効果分析対策などのPDCAの運営代行によって、事

業を大きく育てる、他社ではできないビジネススタイルを指します。
事業拡大における失敗の多くは、デジタル施策構築後の運用に問題があるといわれています。

特に、機能性が高く高額な生産財商品の場合は、継続的な集客と顧客育成による見込み・成約化によってお問い合わせや商談、売上に結びつけることが簡単ではないと言え、事業拡大するためには、デジタル施策構
築後の適切な運用が必須です。

そこで、ネクストは、デジタル施策構築後のコンテンツ企画制作と分析・対策を含む、デジタル施策全体の運営を支援する「併走サポート型」実践コンサルティング会社として、事業部門に於ける事業拡大のご支援
をしています。

業界を知り、事業や商品を知り、マーケティングを知ることで、単なるサイト構築や広告代行、コンテンツ制作、分析対策運営代行業者ではなく、事業活動の現状と目標（あるべき姿）のギャップである課題や事業
部さまが気づいていない問題点と解決策をもご提言・提案、また、これを共有し、継続的な「伴走サポート型」活動を行うことで、中長期的な事業拡大の成果を出します。

実際、その「併走サポート型」スタイルを実際の商談の流れの中に「事業拡大」自主提言・提案活動として組み込み、企業さまの事業拡大への道を客観的視点で、無料ご提案活動をしております。
いったい、ネクストは何を考え、何ができるのかを事前に確認でき、責任者や社内打ち合わせの来期計画の参考資料にも活用いただけます。

無料ご相談会、受付中です。
「まるごとデジタル施策をサポートします」

　今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 
皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除

株式会社日本マーケティングネクスト
本田　真

makoto.honda@nexst.jp

TEL：03-3582-4555　

https://willap.jp/t?r=AAAMoUwBvDWrboWMuIS9pCdqns_R6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoUwBvDWrboWMpB5lxo5zhD_R6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoUwBvDWrboWMRMSsfQnkMbGR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMoUwBvDWrboWMVf1jQEzLsTuR6BC79NR6_g


事業拡大のご支援。ホームページ改訂ご案内 【日本マーケティ
ングネクスト】
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事業の拡大は、普遍的な企業の使命。ネクストは、事業部
ごとの事業拡大を目的とするマーケティング提言・提案を

しております。0000000000000000000000000000000
我が事業の強みは何か、重点ターゲットは短期と長期でど
こに置くか、商品差別化はどう徹底するか、競合対策はど
うするか、流通販売施策はどうするか、ユーザー施策（特
に潜在層の獲得）は？複数の施策の優先順位は？そして、
事業全体のマーケティング戦略、ビジネスモデル、拡販ス
トーリーをどう描くかなど、事業部こそが独自のデジタル

施策を考え、事業部運営することが必須です。00000000

事業拡大における失敗の多くは、デジタル施策構築後の運
用に問題があり、特に、機能性が多く高価な生産財の場合
は継続的なアプローチやサイト訪問が不足するとお問い合
わせや商談、売上に結びつきにくいと言え、事業拡大する
ためには、デジタル施策構築後の適切な運用が重要です。
そこで、ネクストは、デジタル施策構築後のコンテンツ企
画制作や分析と対策などのデジタル施策の運営を、代行・
伴走する「ランニングサポート型」実践コンサルティング
会社として、事業部門に於ける事業拡大のご支援をしてい

ます。。0000000000000000000000000000000000000
業界を知り、事業を知り、マーケティングを知ることで、
単なるサイト構築や広告代行、コンテンツ制作、分析対策
運営代行業者ではなく、事業の現状と目標（あるべき姿）
のギャップである課題、事業部さまが気づいていない問題
点と、その解決策をもご提言・提案、また、これを共有
し、継続的な伴走サポート活動「ランニングサポート型」
提案活動を行うことで、中長期的な事業拡大の成果を出し

ます。0000000000000000000000000000000000000
ネクストでは、実際、その「ランニングサポート型」スタ
イルを「事業拡大」自主提言・提案活動として組み込み、
客観的視点で、無料ご相談をお受けしております。00000

0000000000000000000000000000000000
デジタルに強いマーケティング会社への
事業拡大「無料ご相談」はこちら

ネクストのホームページ改訂
「事業拡大のご提案」ご案内

今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除

株式会社日本マーケティングネクスト
本田　真makoto.honda@nexst.jp

TEL：03-3582-4555

https://willap.jp/t?r=AAAMofgHJHiojlxgBVGYdtnvhrCR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMofgHJHiojlxgBVGYdtnvhrCR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMofgHJHiojlxgxo2_e8PWZAGR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMofgHJHiojlxgxo2_e8PWZAGR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMofgHJHiojlxgU3uUcL.WZJKR6BC79NR6_g


「ランニングサポート型」が、 その分野のトップサイトをつく
る
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欲しいと思わせる広告と異なり、集客サイト（オウンドメ
ディア）はユーザーが求めているコンテンツを用意するこ

とに特長があります。00000000000000000000000000
しかし、そのコンテンツで私たちは、ついつい「商品あり

き」で語ってしまいます。00000000000000000000000商品ありきではなく、このような「ユーザーありき」で考
えることを忘れないようにしたいものです。0000000000・ユーザーが興味あるのは、商品ではない。自分のこと。

・価値ある情報を伝えることに集中する。00000000000
・商品を売り込むのではなく、商品によって何を解決する

のかを具体的に示す。00000000000000000000000
・専門性の高いコンテンツを提供する。0000000000000

・自社の意見がベストではなく、コンテンツを共有し意見
を吸収することで、価値向上を図る。000000000000
集客サイト（オウンドメディア）はもちろん、集客力を問
われますが、特に、機能が多く高価な生産財の場合は、集
客した後のサイトリピートがないとお問い合わせや商談、
売上に結びつきにくいとことを考えると、実は、より良質

なコンテンツが重要。00000000000000000000000000
逆に言えば、そのWeb上に、良質なコンテンツが充分あれ
ば、ユーザーは他社と比較して採用するものです。00000
次に、コンテンツづくりの基本となる考え方、サイトコン
セプト（ビジョン）が重要になります。例えば、こんなこ

とを考えていますか？00000000000000000000000000
・ニッチな分野でもいいので、いつまでに、どの分野（カ

テゴリー）でトップを目指すのか000000000000000
・誰に、新しい何を提供するのか000000000000000000

・市場や業界の現状に対して、どんな挑戦をするのか000,
また、このサイトコンセプトは、企画立ち上げ時に仮設定
しますが、その後、コンテンツを公開、蓄積、分析運営を
続けることにより、ユーザーの反応を見ながら再仮設する

ことも必要。00000000000000000000000000000000
実際、私たちも、サイトを育てていく中で、ターゲットや
訴求ポイント（切り口）の変更、細分化、専門化、販売店
巻き込み型にするなどの微修正することがあります。000
ユーザーを満足させ、何度もサイトリピートしてくれるた

めの努力は続きます。00000000000000000000000000

ネクストは、サイト構築後のコンテンツ企画制作や分析と
対策などのサイト運営一式をお手伝いする「ランニングサ
ポート型」支援を行い、お客さまと並走しながら、その分
野（カテゴリー）でのトップサイトづくりを追求しており

ます。0000000000000000000000000000000000000
　今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 
皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。配信解除

株式会社日本マーケティングネクスト
本田　真

makoto.honda@nexst.jp

https://willap.jp/t?r=AAAMoQoDS8IUwD1p3.kEZ19IqimR6BC79NR6_g


「ランニングサポート型」実践コンサルティングで、 事業拡大
へ！
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単なるWeb構築や木を見て森を見ずといった本質ではない
子細な手法には興味はありません。0000000000000000

ネクストは、デジタル施策の成果を希望され、社内スタッ
フがご多忙な事業部さまに対して、デジタル施策の運営を
代行・並走する「ランニングサポート型」実践コンサルテ

ィング会社です。00000000000000000000000000000
「ランニングサポート型」とは、他社ではできない、貴社

業界・商品とBtoBtoC/BtoBマーケティングの知見という
強みを生かした、たとえば、Web構築後も貴社と並走しな
がら、コンテンツや分析対策などのPDCAを繰りかえし、0

小さく生んで大きく育てるビジネススタイル。0000000０00000000000000000000000000000000000
実際、その「ランニングサポート型」スタイルを実際の商
談の流れの中に「事業拡大、自主提言・提案」活動として

組み込み、貴社の事業拡大への道をご提供しております。いったい、ネクストは何を考え、何ができるのかを事前に
確認でき、責任者や社内打ち合わせの来期計画の参考資料

になります。00000000000000000000000000000000
また、相談や率直な意見交換の機会が作れることで、責任
者の考え方の整理にもなるかもしれません。「事業拡大」
自主提言・提案では、特に、競合他社比較や自社の強みと
弱み、優先するターゲット及び興味関心度、採用すべきマ
ーケティング施策の方向性と概要内容を、客観的視点で、

お示ししております。00000000000000000000000000

尚、ネクストでは独自の７つのスッテプでご支援しており
ます。0000000000000000000000000000000000000

「気づき」提案活動0000000000000000
１．ネクストの実績紹介0000000000000
２．「デジタル施策」提案00000000000.
３．「事業拡大」自主提言・提案・提000.

「本気」提案活動00000000000000000
１．上記提案までを含めたお打ち合わせ000
（ZOOM・お伺い）000000000000
２．具体的な施策内容のご提案000000000.

（企画・詳細・予算・展開）00000
３．実施00000000000000000000000000

４．継続的な「ランニングサポート型」ご支
援サポート活動00000000000000

ネクストの「気づき」と「本気」の両活動が貴社の事業拡
大に結びつきます。000000000000000000000000000

今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除
株式会社日本マーケティングネクスト

本田　真

makoto.honda@nexst.jp
TEL：03-3582-4555

https://willap.jp/t?r=AAAMofaT0keYoDkKghiiX1cq8_KR6BC79NR6_g


優先する施策は、集客ですか、拡販強化ですか？
 

https://jmnexst.co.jp/20230906/6901


ネクストは手段ではなく目的に対する課題解決型提言・
提案を行っております。00000000000000000000000たとえば、広告やサイト構築、サイトリニューアル、メル

マガ/MAといった手段から考えるのではなく、「事業部門
の事業拡大」をテーマに、デジタルと非デジタルの両面か
ら考えたマーケティング施策をご支援しております。000
マーケティング分析手法として、４P（市場・商品・価格
・プロモーション）分析や３C（自社・顧客・競合）分析
など、項目ごとに問題点と機会に分け整理し、事業拡大の

大方針を決定します。00000000000000000000000000
・伸びる、自社が目指す市場はどこか000000000000000
・ターゲットは既存か新規ユーザーか000000000000000
・拡販商品はどれか、強みは何か000000000000000000

・付加価値競争にするための商品の位置づけはどうするか
・顧客ニーズ（セグメント）や商品コンセプトをどう考え

るか000000000000000000000000000000000000
・競合はどこ、差別化はどうするか0000000000000000
・販売関与者の評価をどう高めるか0000000000000000

上記では、当然、課題は複合して出てきますが、自社に優
位な市場をどう作るか、そこからどう売り上げるか、つま
り、認知や見込み客づくり、ブランディングの強化といっ
た集客力強化か、既存顧客に対する、販売関与者含めた拡

販強化か、のいづれかに集約されると考えます。000,000

そこで、ネクストでは、大きく、以下の3つの「集客」
「成約・売上」「定期的改善」のデジタル施策の提言・提

案プログラム支援を行っております。0000000000000
各プログラム内で複数であったり、プログラム相互で連動

して実施します。00000000000000000000000000000
「集客」プログラム0000000000000000000000000000

〇まるごと「集客サイト」（オウンドメディア）支援00,0
（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営)000

〇サイトコンテンツの企画作成のみ00,,00000000,00000
〇サイト分析対策運営のみ00000000000000000000000

（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営）
〇SNS/Web広告0000000000000000000,,0000000000

「成約・売上」プログラム00000000000000000000000
〇まるごと「商品ページ」支援00000000000000000　0

（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営）00
〇まるごと「特設商品ページ」支援000,0000000000000

（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営）00
〇商品まわりコンテンツ企画作成のみ000000000000000

（採用事例・お役立ち記事・社内の取材コンテンツ）00
〇まるごと「メルマガ」「MA」支援00,0000000000000

（配信システム+コンテンツ企画制作+分析対策運営）
〇まるごと「販売支援サイト」支援（BtoBtoC企業さま）
（配信システム+コンテンツ企画制作+分析対策運営）

定期的改善「リニューアル」プログラム0000000000000
〇まるごと「商品ページ」リニューアル支援0000000000
（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営）0000

〇まるごと「集客サイト」リニューアル支援00,,0000000
（サイト構築+コンテンツ企画作成+分析対策運営)00000

今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
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なぜ、ネクストが「事業拡大の提言・提案」するのか？
 

https://jmnexst.co.jp/20230830/6899


事業の拡大は、普遍的な企業の使命。00000000000000
ネクストは、事業部ごとの事業拡大を目的とするマーケ0

ティング提言・提案をしております。00000000000000
企業さまとお話しして、こんなことを気付きます。0000
たとえば、企業・事業部目線で事業拡大できるでしょう0

か？00000000000000000000000000000000000000
たとえば、デジタル施策が成功すれば、それで事業拡大で

きるのでしょうか？000000000000000000000000000

さらに、デジタル施策の点では、000000000000000000
・デジタル施策がマーケティング視点で語られ実施されて

いない0000000000000000000000000000000000
・知らず知らずのうちに視野が狭く、作ることに一生懸命
、成果を出して費用対効果を出すことが目的のはずです

が、手段が目的になっている0000000000000000000
・サイトリニューアルしただけ、集客サイトを作っただけ
、メルマガ/MAを導入しただけ、運用面で失敗している
デジタル施策の立ち上げだけでなく、事業拡大に精通した
運用型コンサルティング＆マーケティング力が求められて

いるのではないでしょうか？000000000000000000000

しかし、現実は、お客さまも外部パートナーに初めて相談
する際には、かなりの勇気と心理的なご負担があります。
一方、外部パートナーとしても、「事業拡大の提案」が簡

単にすぐできるものではありません。00000000000000

そこで考えました。000000000000000000000000000
事業・商品に完全に熟知までしていないものの、購入者や
販売関与者などのターゲット目線であったり、デジタル施
策とリアル施策を複合したマーケティングやセールスプロ

モーション視点でご提案ができないかと。00000000000
現在、「弊社なりの事業理解と事業責任者さまとの解決策
の共有」を目的として、あえて、事前のヒヤリングなし
で、自主的な「事業拡大の提言・提案」をメールでお送り

する活動を実践しております。0000000000000000000

ネクストは、単なるサイト構築、単なるコンテンツ制作、
単なる広告代行、単なる分析対策運営代行業者ではなく、
事業の現状と目標（あるべき姿）のギャップである課題、
また、事業部さまが気づいていない問題点とその解決策を
もご提言・提案、また、これを共有し、事業部さまの継続
的なマーケティング並走サポート活動を行うことで、中長

期的な事業拡大の成果をお手伝いしております。000000
※情報共有にあたり必要により、「秘密情報保護契約書」

の締結も行っております。0000000000000000000
※プライバシーマーク取得済（　108304170(8)号00000

今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。
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ネクストは、事業拡大に必要となる「Webノウハウ」と 「マー
ケティングノウハウ」の両方の知見をもって、 「事業拡大」提
言や提案を行っております。
 

https://jmnexst.co.jp/20230823/6897
https://jmnexst.co.jp/20230823/6897
https://jmnexst.co.jp/20230823/6897


ネクストは、事業拡大に必要となる「Webノウハウ」と
「マーケティングノウハウ」の両方の知見をもって、００

「事業拡大」提言や提案を行っております。００００００特に、最近は、個別企業さまの事業全体や注力商品の拡販
に関わる課題解決策を、デジタル施策だけにとどまらない
「ご参考：事業拡大のご提言＆提案」と題して、メールな
どにて無償のご支援しております。００００００００００
そこで、本日は、今までの「ご参考：事業拡大のご提言＆
提案」事例を改めて整理まとめてみました。００００００
みなさまの「事業拡大」を考える際のご参考や弊社へのご
相談の機会になれば幸いに思います。０００００００００

記
１．事業計画と実行

□決算書に基づく事業強化策の提案を行う０００００００
□来年度の事業計画を考える上での問題点の指摘及び００
見直しの提言を行う０００００００００００００００００
□競合に対する強み又は問題点を指摘、解決策を提示する
□現在の事業モデルの問題点の指摘と解決策を提示する０
□事業拡大の参考となるベンチマーク企業との比較提示０
□付加価値を盛り込んだ商品パッケージを提案する０００
□競合分析から考えた、ターゲット（市場）とセグメント
されたコンテンツ計画を提示する０００００００００
□自社の体制や予算せた施策の選択を提示する０００００
□企業の置かれている業界や競合状況によるデジタル施策
やリアル施策の選択や優先順位の提案を行う００００

□BtoB企業の場合のターゲットセグメント戦略の提言を０
行う００００００００００００００００００００００

□BtoBtoC企業の場合の、優先すべきBとCの選択提言を０
行う００００００００００００００００００００００
□事業目標達成を目的としたデジタルとリアル施策を組み
合わせた提案を行う００００００００００００００００

２．集客と見込み客づくり/コンンテンツ
□流通・販売パートナー支援を目的とした支援サイトと０
コンテンツ戦略を提案する００００００００００００
□企業ではなくターゲット目線の提言を行う００００００
□狙うべきターゲット優先ターゲット選定を行う００００

□HPやWeb,メルマガ、MAコンテンツの見直しと開発００
提案を行う０００００００００００００００００００
□現状のコンテンツ評価を通じたリニューアル提案を行う
・集客と見込み客づくりに結び付くか０００００００００
・自社の強みが生かされているか０００００００００００
・競合上位企業との差別化の方法の提案を行う０００００
・コンセプトやターゲットが見直されているか０００００
・カテゴリーやタグは見直されているか００００００００
□現状のHPの問題点を指摘する００００００００００００
（流入・KW分析による集客力評価と解決策を提案する）
□競合企業の集客実績やSEOとコンテンツ分析から考えら
れる自社の強みや強化すべきコンセプト、KW、コン
テンツを提案する００００００００００００００００

３．デジタル構築と運営
□研究対象になる、競合や類似企業Webサイトの事例紹介
□行うべきデジタル施策の優先順位を提案する０００００
□HPやWebサイトのリニューアル提案００００００００
（採用すべき施策やターゲット、コンセプト、差別ポイン
ト、強化コンテンツ）００００００００００００００
□優先的に絞り込んだデジタル施策の構築と運営を提案す
る０００００００００００００００００００００００
①目標の設定（集客数や成約数などのKGI）
②施策で優先して取り組むリストのリストアップ
③短期・中期・長期計画の策定００００００００
④定期的な進捗管理と対策を行う０００００００
⑤初期の目標達成後に次の施策にステップアップ

□事業部拡大の結びつくサイト充実、リニューアル又は
構築を提案する００００００００００００００００００
（商品サイトや集客コラムサイト、販売支援サイト）
□Web構築後の進捗管理と対策提案を行う００００００
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ネクストの「事業拡大ご提案」活動とは？
 

https://jmnexst.co.jp/20230809/6895


ネクストは、事業部門の方と並走するデジタル施策の専門
家として、事業拡大に必要となる知見を生かしたご提言と
ご支援をしております。０００００００００００００００
特に、個別企業さまの事業全体や注力商品の拡販に関わる
、お客様自身が気づいていない課題やほかの業界・会社事
例も交えた課題解決策を、デジタル施策だけにとどまらな
い「ご参考：事業拡大のご提案」と題して、メールご支援

しております。０００００００００００００００００００たとえば、「Webノウハウ」があれば、Web構築運用はで
きるでしょう。「マーケティングノウハウ」があれば、コ
ンテンツ企画制作はできるでしょう。０００００００００
一方、「事業拡大提案」は、「Webノウハウ」と「マーケ
ティングノウハウ」の両方の知見と経験が必要とされ、提
案視野が広い、専門的な事業拡大コンサル提案と言えま
す。００００００００００００００００００００００００
現状は、ご満足されておりますでしょうが、お打ち合わせ
では、こんな声をよくお聞きし、気づき提言をしておりま
す。００００００００００００００００００００００００

【事業計画について】よくお聞きする声
・来期目標を達成するためのあるべき姿を早く考えたい
・これから、来年度計画を考えるが、第3者の客観的な助
言を聞いてみたい０００００００００００００００

・はじめてのデジタルやWebの施策、何からどう進めれば
いいのか考えている０００００００００００００００

・自社の状況にあったWeb施策を探している？０００００
・現状施策の効果測定ができていない、改善したい０００
・来期の予算が厳しいので、費用対効果を検証したい００
・なんとなくすすめてはいるが、なんとなく結果が出てい
ない００００００００００００００００００００００
・事業や商品、販売ルートといった基本的常識を押さえた
デジタル施策提案が欲しい００００００００００００
・外部パートナーからの提案が少ない０００００００００
・リーズブルな料金で、”まるごと”まかせられるパートナ
ーが欲しい０００００００００００００００００００
・社内スタッフが少ないので、新しい施策に手を付けられ
ない００００００００００００００００００００００
・社内稟議は大変、サポートしてくれると助かる００００

【事業計画について】気づき提言の一例
・事業モデルのライフサイクル上の課題改善の方法０００
・新事業の立ち上げ時の考え方００００００００００００
・現事業の問題点と課題の指摘（気づき提案）０００００
・事業拡大の参考となるベンチマーク企業との企業力比較
【集客～見込み客づくりについて】よくお聞きする声
・コーポレートサイトへ集客したい００００００００００
・社内で眠る顧客リストを有効活用して売りに結び付けた
い０００００００００００００００００００００００
・立ち上げた、デジタル施策プロジェクトが進捗していな
い０００００００００００００００００００００００
・潜在ユーザーを獲得したい０００００００００００００
・集客やサイト内見込み客育成ができていない０００００
・企業目線でなくお客さま視点のコンテンツを考えている
・キラーコンテンツである事例作成が滞っている００００

【集客～見込み客づくりについて】気づき提言の一例
・企業ではなく、ターゲット目線に沿った提言０００００
・ブランディングやコピー力の必要性と見直し０００００
・商品コンセプトとキャッチフレーズの改善００００００
・現状サイトの流入分析（検索数・KWと事業・商品との
親和性、課題抽出）０００００００００００００００

・Webやメルマガのコンテンツ見直しと開発００００００
・エンドユーザーの発見や見直し０００００００００００
・既存商品をリニューアル、売れる商品モデル（仕組み）
を考える００００００００００００００００００００
・デジタルとリアルなど全体施策の考え方提言０００００
・ネクストや他社の類似企画事例０００００００００００

【営業と流通の強化について】よくお聞きする声
・商品や販売支援などのサイトや事例ページを見直したい
・営業商談の機会が少ない、営業強化したい００００００
・営業研修する機会が少ない０００００００００００００
・展示会後の営業フォローが充分ではない０００００００
・ほぼ休眠状態のメルマガやWebのコンテンツがない００
・販売ルートの提案力が落ちているので対策が必要だ００
・ユーザーから指名されるモデルを考えたい００００００

【営業と流通の強化について】気づき提言の一例
・流通販売ターゲットの絞り込みや見直し０００００００
・販売店やユーザーの心理・メリットから考えた、興味関
心を得る考え方と方法００００００００００００００
企業を知り、事業を知り、マーケティングを知ることで、
「事業拡大のご提案」をしております。０００００００００

取り急ぎよろしくお願いいたします。
「メルマガ・MAと集客サイト（オウンドメディア）」

ノウハウ配信中

★【更新中】最近の「メルマガ」一覧はこちらから
★「ネクスト早わかり」はこちら
★ネクストのホームページはこちら
今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
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配信を中止いたします。
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https://willap.jp/t?r=AAAMob3YGw7vfWLUIf24ZmlxpguR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMob3YGw7vfWLUL9b.lDQQfWOR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMob3YGw7vfWLUK4wyPBmPRFOR6BC79NR6_g
https://willap.jp/t?r=AAAMob3YGw7vfWLU8JqZ_4u0j4GR6BC79NR6_g


なぜいま、事業部門視点で考えるデジタル施策の 専門家が必要
なのか
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ネクストは、事業部門視点で、デジタル施策”まるごと”
ご支援しております。ooooooooooooooooooooooooo最近感じるのは、部門による視点の違いです。ooooooo

大きくいうと、広報宣伝部はブランディングや全社調整の
視点、マーケティング部は全社/事業部間の調整及び企画o

運営の視点。ooooooooooooooooooooooooooooooooo
一方、事業部は売上拡大の視点ではないでしょうか？ooo
さて、それでは、企業にとって毎年必須な業績拡大に対し
てのデジタル施策の主体はどこになるのが適切でしょうo

か？oooooooooooooooooooooooooooooooooooooooo
集客やお問い合わせの獲得、商品ページへの送客といった
業績拡大KGIを主目標とする事業部門といえるのではない
でしょうか。００００００００００００００００００００
豊富な知見を持ち、拡販目標を課せられる事業部門が自ら
責任感をもってデジタル施策の企画運営を行うことが継続
的に成果を出す条件と考えます。０００００００００００
見栄え（デザイン）や自社イメージの統一は当然として、
長期の事業計画に基づく年度ごとの重点施策や他社差別化
の方法、コンテンツの充実に重点を置き、対策運営を進め
ます。０００００００００００００００００００００００
企業内のそれぞれの事業部でも、実際は市場や業界・競
争、ターゲットなどの事業環境が異なるはずなので、それ
ぞれの事業部独自のデジタル施策があるべきと考えます。
もし、他部門の都合や意向により、事業部のデジタル施策
の集客～見込み客育成がうまくいかなかった場合、当初の
目標達成ができないばかりか、事業計画に大きな損失を招
いてしまいます。００００００００００００００００００
弊社でお手伝いしております企業さまのほとんどは、
事業部門が窓口となって、まるごとデジタル支援をおこな

い、それで成功しております。oooooooooooooooooooo
（宣伝部やマーケティング部さまは間接的な窓口として、
管理業務的に関係しているケースが多いです）ooooo
我が事業の強みは何か、重点ターゲットは短期と長期でど
こに置くか、商品差別化はどう徹底するか、競合対策はど
うするか、流通販売施策はどうするか、ユーザー施策（特
に潜在層の獲得）は？複数の施策の優先順位は？そして、
事業全体のマーケティング戦略、ビジネスモデル、拡販ス
トーリーをどう描くかなど、事業部こそが独自のデジタル

施策を考え、事業部運営することが必須です。oooooooo
デジタル施策での競争が激しくなり、一層、専門家の知見

が求められます。oooooooooooooooooooooooooooooo
ネクストは、事業部門視点で考えるデジタル施策の専門家
として、オンラインはもちろん、オフライン施策を含め、

ワンストップで”まるごと”ご支援しております。000ooo
今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 

皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除
株式会社日本マーケティングネクスト

本田　真

makoto.honda@nexst.jp
TEL：03-3582-4555

https://willap.jp/t?r=AAAMoRViFczEvCMimCN.AaKP2vuR6BC79NR6_g


これからの事業拡大策、完璧ですか？　 最近の提案事例「気づ
き+考え方」
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素晴らしい事業と商品を世の中に広めることがネクストの
使命です。

その事業拡大のお役立ちとして、デジタルだけではない事
業拡大策のヒント「気づき+考え方」提案中です。
たとえば、責任者の方が気づいていない、忘れている、
新しい気づき、知らなかった、考えていなかったことなど
など・・ネクストは、業界を知り、企業を知り、マーケテ
ィングを知ることで、ご提案しております。みなさまの事

業拡大の機会になれば幸いです。
【　最近の「気づき+考え方」提案の一例　】

１．事業全体の見直しああああああああああああああああ
・事業モデルのライフサイクル上の課題改善方法ああああ
・新事業の立ち上げ時の考え方ああああああああああああ
・現事業の問題点と課題の指摘ああああああああああああ
・事業拡大の参考となるベンチマーク企業との事業力比較
・重点となる、エンドユーザーや流通販売ターゲットの絞
り込みや見直しああああああああああああああああああ
・既存商品をリニューアル、売れる商品モデル（仕組み）
を考えるああああああああああああああああああああ
２．ターゲットやクリエイティブの見直しあああああああ
・新しいユーザーの発見や見直しああああああああああ
・ ターゲット目線に沿った提言あああああああああああ１
・ブランディングやコピー力の必要性と見直しあああああ
・商品コンセプトとキャッチフレーズの改善ああああああ
・ターゲットごとに必須なコンテンツの考え方あああああ
３．デジタル施策の提言あああああああああああああああ
・競合企業とのデジタル施策、強みと弱み比較あああああ
・デジタルとリアルを連動させた全体施策の考え方提言あ
・販売店やユーザーの心理から考えた、興味関心を得るコ
ンテンツ提案あああああああああああああああああああ
・現状サイトの流入分析（検索数・KWと事業・商品との
親和性、課題抽出）ああああああああああああああああ
・Webやメルマガのコンテンツ見直しと開発ああああああ
・ネクストや業界、他社の類似企画事例の紹介あああああ

お声がけいただければ、ただいま、
「気づき+考え方」提案をしております（無料）。
実際ヒヤリングさせていただいた場合は、
より焦点を絞ってご回答しております。
　今まで弊社とお名刺交換やメールをいただいた 
皆さまに本メルマガをお送りしております。

ご都合により、ご購読不要な場合は下記より
配信解除をお願いいたします。
配信を中止いたします。

配信解除

株式会社日本マーケティングネクスト
本田　真

makoto.honda@nexst.jp
TEL：03-3582-4555

https://willap.jp/t?r=AAAMoQhG1ndxt97PVLziPkUuLzeR6BC79NR6_g

